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沖縄振興公共投資交付金は、沖縄県が沖縄の振興に資する事業を自主的に選択して作成

した沖縄振興交付金事業計画（以下「事業計画」という。）に基づく事業のうち、沖縄の

振興の基盤となる施設の整備に関する事業等の実施に要する費用に対し、国が交付金を交

付することにより、沖縄の実情に即した事業の的確かつ効果的な実施を図ることを目的と

している。 

沖縄県においては、沖縄振興公共投資交付金の目的に鑑み、その執行に際し成果目標及

びその達成予定年度（長期にわたる事業等では、当該成果目標の達成状況について概ね３

年程度の適当な期間ごとに定める中間評価年度）を設定し、設定した成果目標の達成予定

年度（中間評価年度）以後、速やかに当該成果目標の達成状況について評価を行うことと

している。 

また、成果目標及びその達成予定年度の設定並びに成果目標の達成状況についての評価

を行った場合には、沖縄振興公共投資交付金制度要綱に基づき、これを公表するとともに、

内閣総理大臣に提出することとなっている。 

（注）平成27年度までは当該評価を「事業評価」と表現していたが、平成28年度より「事

後評価」に改めた。 

 

 

 

 

 

沖縄県では、各施策の着実な推進を図るため、分野内の施策単位で成果目標を設定し、

評価を行っている。 

今回の評価対象は、令和４年度末時点の成果目標において、令和４年度を達成予定年度

（最終評価）と設定した13件、令和４年度を中間評価年度と設定した11件のほか、令和３

年度事後評価において、成果目標を構成する事業が未着手として繰越を行い、評価をして

いない15件を含め、合計39件である。（補正事業計画に基づき設定した成果目標含む。） 

なお、平成27年度までの施設整備（学校、社会福祉施設、医療施設に限る。）に関する

評価は、繰り越した事業であっても、一部でも事業着手（工事の契約済み）している場

合、仮に、施設等が未完成であっても評価の対象とし、繰り越した年度に施設等が完成で

きると想定し、「達成」と評価を行ってきたところであるが、より分かりやすい評価とす

るため、平成28年度の事後評価からは、繰り越した事業が１つでもあれば、当該年度の評

価の対象から除き、事業が完了した年度の翌年度に評価することに改めた。 

そのため、令和５年度に繰り越した15件（最終評価15件）は、次年度において評価を行

う。 

  

沖縄振興公共投資交付金の評価制度について 

事後評価の基本的な考え方 

評価の対象事業 
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事後評価の方法は、成果目標毎に設定した定量的な目標値に対する実績値を達成率（％）

に換算（小数点以下は四捨五入）した上で、「達成」「概ね達成」「一部達成」「未達成」

の４段階で評価している。 

なお、繰り越した事業に係る成果目標は、「繰越」と記載し、事業が完了した年度の翌

年度に評価する。 

 
 
＜評価基準＞ 
・算出された達成率については、目標毎に以下の４段階で評価する。 
 
「◎：達成」   ：達成率が 100％ 
「○：概ね達成」：達成率が 70％以上 100％未満 
「△：一部達成」：達成率が 70％未満かつ、一部の目標値を達成している場合 
「未：未達成」  ：達成率が 70％未満かつ、すべての目標値を達成していない場合 
 
・成果目標を構成する事業のうち、繰り越した事業が１つでもある場合 
「繰：繰越」  ：当該年度の評価の対象から除き、事業が完了した年度の翌年度に評価 

 

 

 
 

 

 

 最終評価の達成状況   

 

最終評価の達成状況は、13件の成果目標のうち、「達成」が８件（62％）、「概ね達

成」が３件（23％）、「一部達成」が０件（０％）、「未達成」が２件（15％）となって

いる。 

令和４年度が最終評価となっている成果目標の評価結果は、「未達成」があるものの、

「達成」及び「概ね達成」の割合の合計が85％となったことから、新・沖縄２１世紀ビジ

ョン基本計画に掲げる各施策の推進、社会基盤の整備に寄与することができた。 

また「繰越」として、今年度の事後評価の対象から除いた成果目標は、13件となってい

るが、これは前述の「評価の対象事業」のとおり、評価対象事業を改めたことが要因であ

る。 

沖縄県としては、今年度の事後評価の結果を踏まえ、より綿密な事業計画のもと事前に

各関係者間との調整を行い、事業が円滑に進められるよう推進していく。 

 

 

 

 

事後評価の方法 

評価結果について 
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【令和４年度の最終評価の達成状況】 

 

  ※評価対象成果目標 13 は、繰越 15 を除いた成果目標の数である。 

 

【参考：令和３年度の最終評価の達成状況】 

 

  ※評価対象成果目標 36 は、繰越 18 を除いた成果目標の数である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

達　成
概ね達成

一部達成 未達成

30 0 6 18

達      成　18
概ね達成　12

83% 0% 17% －

評 価 対 象
成 果 目 標

評　価

繰　越

36
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 中間評価の達成状況  

 

中間評価の達成状況は、11件の成果目標のうち「達成」が４件（36％）「概ね達成」が

４件（36％）、「一部達成」が２件（18％）、「未達成」が１件（9％）となっている。 

中間評価の施策について、「達成」及び「概ね達成」の割合の合計が73％となったこと 

から、新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画に掲げる各施策の推進、社会基盤の整備に寄与

することができた。 

一方、「一部達成」及び「未達成」となっている成果目標があることから、最終評価に

おいて、成果目標を達成するよう取り組んでいく。 

 

【令和４年度の中間評価の達成状況】 

 
 

 

 繰越の達成状況  

 

繰越の達成状況は、令和３年度事後評価で繰越となった 15 件の成果目標のうち、 

「達成」が 13 件（87％）、「概ね達成」が２件（13％）となっている。 

 

【令和３年度事後評価で繰越となった成果目標の結果】 
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今年度の評価対象の成果目標（最終評価）の達成状況は、成果目標の約９割が「達成」

又は「概ね達成」と評価されたことにより、新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画に掲げる

各施策を着実に推進することができた。 

また、これまでの成果目標の達成状況を整理すると、平成 24 年度から令和４年度まで

の成果目標の９割以上が「達成」又は「概ね達成」となっている。 

 
※評価対象成果目標は、繰越を除いた成果目標の数である。 

 

沖縄県としては、今後も必要に応じた事業の見直しや改善を図りながら、より効果的・

効率的に事業を実施し、成果目標の達成率の向上に努める。 

沖縄振興公共投資交付金の事後評価の検証 

成果目標の達成状況について 
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沖縄振興公共投資交付金は、従来の補助金等に比べ流用手続きが簡素・簡略化されてい

ることから、年度途中の環境の変化や事業の執行状況に応じ、機動的な事業執行が可能と

なっている。 

令和４年度の効果的な活用事例としては、学校施設事業で、入札に伴う執行残等を効果

的に活用するため他の校舎改築工事等で執行した。 

また、農山漁村地域整備に関する事業において、入札差金や現場精査に伴い生じた減額等

の執行残を効果的に活用し、ほ場整備や畑地かんがい施設整備の施工面積を拡大することが

できた。 

漁港施設整備では、入札に伴う執行残等を効果的に活用するため要望のあった地区へ配分

し設計業務を前倒しで着手することができた。 

社会資本整備に関する事業においては、施設の老朽化等による修繕工事の優先度の高い事

業箇所に入札差金や現場精査に伴い生じた減額等の執行残を活用することや、入札不調不落

等に伴う執行残を市町村間で流用し活用することにより、事業効果の早期発現を図ることができ

た。 

このような機動的な事業執行例は、他分野でも行われており、年度途中における住民ニ

ーズや地元市町村からの要望に対応した事業計画に変更することで、新・沖縄２１世紀ビ

ジョン基本計画に掲げる各施策の推進、社会基盤の整備に寄与することができた。 

 

 

 

 

沖縄振興公共投資交付金については、沖縄県の重点事業を勘案しながら、自主的に選択

した事業に対して配分しており、令和４年度は、沖縄都市モノレール輸送力増強事業及び

離島における水道広域化整備事業に対して優先的に事業費を配分した。 

その他の分野に対しては、各分野の執行状況や事後評価の結果を踏まえた予算配分とな

るように、過去の執行状況等を勘案した予算配分を行ったことで、執行率が高い分野につ

いては配分シェアが上がるなど、予算の「選択」と「集中」を図ることができた。 

なお、令和５年度における沖縄振興公共投資交付金の予算配分においても、重点事業等

に対して優先的に事業費を配分したほか、執行状況等を勘案し、予算の「選択」と「集

中」を行うことで、令和５年度の事業計画に適切に反映することができた。 

効果的な活用について 

予算配分について 
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令和４年度を達成予定年度（最終評価）とする分野毎の評価結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分野別の評価結果（総括） 

令和４年度事後評価（最終評価）について 
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令和４年度を中間評価年度とする分野毎の評価結果 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年度事後評価結果で繰越となった分野毎の評価結果 

 
 

 

 

  

令和３年度事後評価（繰越分） 

令和４年度事後評価（中間評価） 
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Ａ 交通安全施設（警察本部） 

 

【新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画】 

２－(４)－ウ：安全・安心に暮らせる地域づくり 

 

【事業目的・概要】 

Ｒ４成果目標Ａ－１ 

・ 円滑化対策エリア内の特定道路において、信号機、道路標示の整備を行い、交通の

安全と円滑化を図る。 

 

【整備箇所】 

・ 横断歩道の補修１㎞、実線標示の補修１km、信号機新設３基、電線地中化７基、 

信号機柱の移設 19 本 

 

【成果の検証】 

・ 交通安全施設については、今回の事後評価において、成果目標（Ａ－１）が「概ね

達成」となったことから、安全・安心に暮らせる地域づくりに寄与することができ

た。 

・ 成果目標を個別に確認すると、以下のとおりである。 

 

  Ａ－１  

・ 沖縄本島内の沖縄円滑化対策エリア内において、摩耗した横断歩道（１㎞）や実線

標示（１km）の補修整備及び信号機新設（３基）、電線地中化（７基）、信号機柱の

移設（19 本）により、交通の安全の確保と円滑化が図られた。 

・ また、交通安全施設等の整備により令和４年の県内の交通事故死者数(※発生から

24 時間以内)は、34 人であったことから、成果目標である年間 26 人以下には届かな

かったが、概ね達成できた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分野別の評価結果の補足説明 
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Ｃ 学校施設（教育庁） 

 

【新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画】 

２－(４)－イ：大規模災害等に備えた強くしなやかな県土づくりの推進 

５－(２)－エ：時代の変化に対応する魅力ある学校づくりの推進 

 

【事業目的・概要】 

Ｒ４成果目標Ｃ－１、Ｒ３成果目標Ｃ－１ 

・ 構造上危険な状態にある公立幼稚園、義務教育諸学校、特別支援学校及び高等学校

の校舎を改築し、児童生徒等の安全を守り、安心で豊かな教育環境を整備する。 

Ｒ４成果目標Ｃ－２ 

・ 構造体の劣化対策やライフラインの更新などにより建物の耐久性を高めるととも

に、省エネルギー化や多様な学習内容、学習形態による活動が可能となる環境の提供

など、現代の社会的要請に応じた施設の長寿命化を図る。また、将来的に長寿命化を

図る建物について、健全な状態に保つための予防的な改修工事を適切なタイミングで

実施し、致命的な損傷の発現を事前に防ぐことで、効率的・効果的に施設の長寿命化

を図り、教育環境の改善を図る。 

Ｒ４成果目標Ｃ－４、Ｃ－５、Ｃ－13、Ｒ３成果目標Ｃ－３、Ｃ－４ 

 ・ 経年により、通常発生する学校建物の損耗、機能低下に対する復旧措置及び建物の

用途変更に伴う改築等を行うことにより教育環境の改善を図り、もって学校教育の円

滑な実施に資するとともに、併せて建物の耐久性の確保を図る。 

Ｒ４成果目標Ｃ－６、Ｒ３成果目標Ｃ－５ 

・ 子ども達の最も身近にある学校の屋外環境を様々な体験活動の場として活用し、た

くましく心豊かな子ども達を育成するため、屋外環境の一体的な整備充実を図る。 

Ｒ４成果目標Ｃ－７、Ｒ３成果目標Ｃ－６ 

・ へき地における義務教育の円滑な実施及び教育水準の向上を図るため、へき地教員

住宅、へき地集会室及びへき地寄宿舎の整備を行う。 

Ｒ４成果目標Ｃ－８、Ｒ３成果目標Ｃ－７ 

・ 公立幼稚園における教室の不足を解消するための園舎の新築又は増築により教育の

円滑な実施を確保する。 

Ｒ４成果目標Ｃ－９、Ｒ３成果目標Ｃ－８ 

・ 学校給食の普及充実及び安全な学校給食の実施を図るため、公立の義務教育諸学校

及び沖縄県の夜間定時制高等学校における学校給食施設を整備する。 

Ｒ４成果目標Ｃ－10、Ｒ３成果目標Ｃ－９ 

・ 学校教育活動の円滑な実施及びスポーツ振興のため、義務教育諸学校に係る体育諸

施設の整備促進を図る。 

 

 

分野別の評価結果の補足説明 
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Ｒ４成果目標Ｃ－11 

・ 学校施設について、発災時における児童生徒のための応急避難場所としての必要な

機能が発揮できるよう、防災機能の強化を図る。 

Ｒ４成果目標Ｃ－12、Ｒ３成果目標Ｃ－11 

・ 構造上危険な状態にある県立学校の校舎を改築し児童生徒等の安全を守り、安心で

豊かな教育環境を整備する。 

Ｒ４成果目標Ｃ－15 

・ 特別支援学校における教室の不足を解消するための校舎の新築又は増築により教育

の円滑な実施を確保する。 

Ｒ４補正成果目標Ｃ－５（県立高校）、Ｃ－５（特別支援学校） 

・ 経年による学校建物の損耗等に対する復旧措置及び建物の用途変更に伴う改築等を 

行うことにより教育環境の改善を図り、もって学校教育の円滑な実施及び建物の耐久 

性確保を図る。 

Ｒ３成果目標Ｃ－16 

・ 専門教育のための施設等を整備することにより、産業教育を通じて、勤労に対する

正しい信念を確立し、産業技術を習得させるとともに工夫創造の能力を養い、もって

経済自立に貢献する有為な国民を育成するため、産業教育の振興を図る。 

 

【整備箇所】 

（令和４年度） 

・ 危険改築事業（成果目標Ｃ－１） 

市町村立小中学校（12 校）、幼稚園（１園） 

（松川小学校、石嶺小学校、島袋幼稚園、与勝第二中学校、伊豆味中学校、 

伊豆味小学校、阿嘉小学校、阿嘉中学校、古蔵小学校、具志川小学校、 

安田小学校、金武中学校、北丘小学校） 

 ・ 長寿命化及び予防改修事業（成果目標Ｃ－２） 

市町村立小中学校（１校） 

（北中学校） 

・ 大規模改造事業（成果目標Ｃ－４） 

認定こども園（１園） 

（大里認定こども園） 

・ 大規模改造事業（成果目標Ｃ－５） 

市町村立小中学校（21 校）、幼稚園（１園） 

（久高幼稚園、城西小学校、松川小学校、知念小学校、佐敷小学校、久高小学校、 

久高中学校、知念中学校、石田中学校、玉城中学校、美原小学校、 

光洋小学校【２事業】、新城小学校【３事業】、小禄南小学校、金城中学校、 

寄宮中学校、城東小学校、小禄南小学校、寄宮中学校） 

 

・ 屋外教育環境整備事業（成果目標Ｃ－６） 

市町村立小中学校（６校） 

（安岡中学校、宜野湾中学校、稲田小学校、久辺小学校、高良小学校、 
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大里中学校） 

・ へき地教員住宅等整備事業（成果目標Ｃ－７） 

  市町村立小中学校へき地教員住宅（４校） 

(伊江中学校、野甫中学校、北大東小学校、北大東中学校) 

・ 公立幼稚園園舎新増築事業（成果目標Ｃ－８） 

市町村立幼稚園（１園） 

（南大東幼稚園） 

・ 学校給食施設整備事業（成果目標Ｃ－９） 

各市町村の給食センター、共同調理場（６施設） 

（第２調理場（沖縄市）、開南共同調理場（那覇市）【２事業】、 

本部町共同調理場【２事業】（本部町）、与勝共同調理場（うるま市）） 

・ 体育諸施設整備事業（成果目標Ｃ－10） 

水泳プール（10 校） 

（若狭小学校、松川小学校、北谷中学校、天妃小学校、識名小学校、古蔵小学校、 

松島中学校、豊崎中学校、山田小学校、古堅小学校） 

   武道場（２校） 

   （松島中学校、豊崎中学校） 

・ 防災機能強化事業（成果目標Ｃ－11） 

市町村立小中学校（８校） 

（城西小学校、石田中学校、壷屋小学校、那覇中学校、宇栄原小学校、 

越来小学校、屋良小学校、神原小学校） 

・ 危険改築事業（成果目標Ｃ－12） 

県立学校（６校） 

（浦添工業高校、陽明高校、陽明高等支援学校、名護高校、開邦高校、 

宜野湾高校） 

・ 大規模改造事業（成果目標Ｃ－13） 

特別支援学校（４校） 

（桜野特別支援学校、大平特別支援学校、西崎特別支援学校、泡瀬特別支援学校） 

・ 特別支援学校新増築事業（成果目標Ｃ－15） 

特別支援学校（１校） 

（陽明高等支援学校） 

（令和４年度補正） 

・ 大規模改造事業（成果目標Ｃ－５） 

県立高校（１校）  

（那覇国際高校） 

・ 大規模改造事業（成果目標Ｃ－５） 

特別支援学校（１校）  

（八重山特別支援学校） 

（令和３年度） 

・ 危険改築事業（成果目標Ｃ－１） 

市町村立小学校（10 校）、幼稚園（２園） 
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（高良小学校、石嶺小学校、開南小学校、垣花小学校、美東幼稚園、島袋幼稚園、 

与勝第二中学校、伊豆味中学校、伊豆味小学校、金武中学校、阿嘉小学校、 

阿嘉中学校） 

・ 大規模改造事業（成果目標Ｃ－３） 

市町村立小中学校（３校）、こども園（１園） 

（西崎小学校、大里中学校【２事業】、大里認定こども園） 

・ 大規模改造事業（成果目標Ｃ－４） 

市町村立小中学校（11 校） 

（垣花小学校、大道小学校、兼城小学校、三和中学校、与那原中学校、 

金城小学校【２事業】、石嶺中学校【２事業】、松城中学校【２事業】） 

・ 屋外教育環境整備事業（成果目標Ｃ－５） 

市町村立小中学校（４校）、こども園（１園） 

（屋我地小学校、越来小学校、美東小学校、豊見城中学校、大里認定こども園） 

・ へき地教員住宅等整備事業（成果目標Ｃ－６） 

  市町村立小中学校へき地教員住宅（２校） 

(伊江中学校教員住宅、伊平屋中学校) 

・ 公立幼稚園園舎新増築事業（成果目標Ｃ－７） 

市町村立幼稚園（３園） 

（美東幼稚園、島袋幼稚園、南大東幼稚園） 

・ 学校給食施設整備事業（成果目標Ｃ－８） 

各市町村の給食センター、共同調理場（４施設） 

（第２調理場（沖縄市）【２事業】、与勝共同調理場（うるま市）【２事業】） 

・ 体育諸施設整備事業（成果目標Ｃ－９） 

水泳プール（４校） 

（垣花小学校、若狭小学校、開南小学校、識名小学校） 

・ 危険建物改築事業（成果目標Ｃ－11） 

県立学校（２校） 

（開邦高校、宜野湾高校） 

・ 産業教育施設整備事業（成果目標Ｃ－16） 

県立高校等（11 箇所） 

（北部農林高校、南部農林高校、浦添工業高校、那覇工業高校、沖縄工業高校、 

宮古工業高校、名護商工高校、八重山商工高校、沖縄水産高校、 

宮古総合実業高校、産業技術教育センター） 

 

【成果の検証】 

（令和４年度） 

・ 学校施設については、当初の評価対象の成果目標数は 13 であったが、成果目標を

構成する事業のうち繰り越した９事業を除くと、今年度の成果目標数は４つである。 

・ 今回の事後評価において、３つの成果目標（Ｃ－２、Ｃ－４、Ｃ－13、Ｃ－15）の

すべてが「達成」となったことから、災害に強い県土づくりと防災体制の強化や時代

に対応する魅力ある学校づくりの推進に寄与することができた。 
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（令和４年度補正） 

・ 令和４年度補正の学校施設については、２つの成果目標（Ｃ－５（県立高校）、Ｃ

－５（特別支援学校））を構成する事業が次年度に繰り越したことから、今回の事後

評価対象外となった。 

 

（令和３年度） 

・ 学校施設については、令和３年度から令和４年度に繰り越した成果目標数は 10 で

ある。 

・ 今回の事後評価において、10 の成果目標（Ｃ－１、Ｃ－３、Ｃ－４、Ｃ－５、Ｃ－

６、Ｃ－７、Ｃ－８、Ｃ－９、Ｃ－11、Ｃ－16）が「達成」となったことから、災害

に強い県土づくりと防災体制の強化及び時代に対応する魅力ある学校づくりの推進に

寄与することができた。 

 

・ 成果目標を個別に確認すると、以下のとおりである。 

 

（令和４年度） 

  Ｃ－１  

・ 当初予定していた小中学校 12 校のほか、幼稚園１園の危険建物の改築について

は、関係機関との協議・調整により不測の日数を要したため、５校（古蔵小学校、 

具志川小学校、安田小学校、金武中学校、北丘小学校）が、令和５年度に繰越となっ

た。 

・ 繰越となった小中学校５校については、令和５年度中に整備が完了予定であり、整

備に伴い、危険建物の安全率の向上が見込まれる。 

 

  Ｃ－２  

・ 不適格建物の改築については、最終目標値の１校（北中学校）の改築を行うことが

でき、目標値を達成した。 

・ 不適格建物の改築により、379 人の生徒の安全な教育環境が確保され、教育環境改

善率が向上した。 

 

  Ｃ－４  

・ 大規模改造事業（老朽）については、最終目標値の１園（大里認定こども園）の工

事を行うことができ、目標値を達成した。 

・ 大規模改造事業（老朽）により、123 人の園児の安全な教育環境が確保され、教育

環境改善率が向上した。 

 

  Ｃ－５  

・ 当初予定していた小中学校 21 校及び幼稚園１園の大規模改造事業（質的整備）に

ついては、関係機関との協議・調整により不測の日数を要したため、小中学校６校

（金城中学校、城東小学校、小禄南小学校【２事業】、寄宮中学校【２事業】）が、

令和５年度に繰越となった。 
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・ 繰越となった小中学校６校については、令和５年度中に整備が完了予定であり、整

備に伴い、教育環境改善率の向上が見込まれる。 

 

  Ｃ－６  

・ 当初予定していた小中学校６校の屋外教育環境整備事業については、関係機関との

協議・調整により不測の日数を要したため、２校（高良小学校、大里中学校）が、令

和５年度に繰越となった。 

・ 繰越となった２校については、令和５年度中に整備が完了予定であり、整備に伴

い、教育環境改善率の向上が見込まれる。 

 

  Ｃ－７  

・ 当初予定していたへき地教員住宅等の整備（４校）については、関係機関との協

議・調整により不測の日数を要したため、２校（北大東小学校、北大東中学校）が、

令和５年度に繰越となった。 

・ 繰越となった２校については、令和５年度中に整備が完了予定であり、整備に伴

い、へき地教職員の環境改善率の向上が見込まれる。 

 

  Ｃ－８  

・ 当初予定していた幼稚園１園（南大東幼稚園）の新増築については、関係機関との

協議・調整により不測の日数を要したため、令和５年度に繰越となった。 

・ 繰越となった１園については、令和５年度中に整備が完了予定であり、整備に伴

い、教育環境改善率の向上が見込まれる。 

 

  Ｃ－９  

・ 当初予定していた学校給食施設６施設の新増築・改築については、関係機関との協

議・調整により不測の日数を要したため、５施設（那覇市【２事業】、本部町【２事

業】、うるま市）が、令和５年度に繰越となった。 

・ 繰越となった５施設については、令和５年度中に整備が完了予定であり、整備に伴

い、教育環境改善率の向上が見込まれる。 

 

  Ｃ－10  

・ 当初予定していた学校体育施設整備事業（12 校）については、関係機関との協議・

調整により不測の日数を要したため、９校（天妃小学校、識名小学校、古蔵小学校

【２事業】、松島中学校【２事業】、豊崎中学校、山田小学校、古堅小学校）が、令

和５年度に繰越となった。 

 

・ 繰越となった９校については、令和５年度中に整備が完了予定であり、整備に伴

い、教育環境改善率の向上が見込まれる。 

 

 Ｃ－11  

・ 当初予定していた防災機能強化事業（８校）については、関係機関との協議・調整
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により不測の日数を要したため、１校（神原小学校）が、令和５年度に繰越となっ

た。 

・ 繰越となった１校については、令和５年度中に整備が完了予定であり、整備に伴

い、教育環境改善率の向上が見込まれる。 

 

 Ｃ－12  

・ 当初予定していた高等学校６校の構造上危険な状態にある建物の改築については、

関係機関との協議・調整により不測の日数を要したため、２校（開邦高校、宜野湾高

校）が、令和５年度に繰越となった。 

・ 繰越となった２校については、令和５年度中に整備が完了予定であり、整備に伴

い、危険建物の安全率の向上が見込まれる。 

 

 Ｃ－13  

・ 大規模改造事業（質的整備）については、最終目標値の４校（桜野特別支援学校、

泡瀬特別支援学校、西崎特別支援学校、大平特別支援学校）の整備を行うことがで

き、目標値を達成した。 

・ 大規模改造事業（質的整備）により、569 人の生徒の安全な教育環境が確保され、

教育環境改善率が向上した。 

 

  Ｃ－15  

・ 特別支援学校の新増築１校（陽明高等支援学校）については、最終目標値の１校の

整備を行うことができ、目標値を達成した。 

・ 特別支援学校の新増築により、当該特別支援学校において豊かな教育環境を提供す

することが可能となり、教育環境改善率が向上した。 

 

（令和４年度補正） 

  Ｃ－５  

・ 当初予定していた県立学校１校（那覇国際高校）の大規模改修事業については、令

和４年度内の適正工期確保が困難であることから、令和５年度に繰越となった。 

・ 繰越となった１校については、令和５年度中に整備が完了予定であり、整備に伴い

教育環境改善率の向上が見込まれる。 

 

  Ｃ－５  

・ 当初予定していた県立学校１校（八重山特別支援学校）の大規模改修事業について

は、令和４年度内の適正工期確保が困難であることから、令和５年度に繰越となっ

た。 

・ 繰越となった１校については、令和５年度中に整備が完了予定であり、整備に伴い

教育環境改善率の向上が見込まれる。 
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（令和３年度） 

  Ｃ－１  

・ 当初予定していた小中学校 10 校のほか、幼稚園２園の危険建物の改築について

は、関係機関との協議・調整により不測の日数を要したため、４校１園（開南小学

校、島袋幼稚園、金武中学校、阿嘉小学校、阿嘉中学校）が、令和４年度に繰越とな

っていた。 

・ 繰越となった小中学校４校及び幼稚園１園については、令和４年度中に整備が完了

し、教育環境の改善が図られた。 

・ また、危険建物の改築により、2,929 人の園児及び児童生徒の安全な教育環境が確 

保され、教育環境改善率が向上した。 

 

  Ｃ－３  

・ 当初予定していた小中学校３校のほか、認定こども園１園の大規模改造事業（老

朽）については、関係機関との協議・調整により不測の日数を要したため、１校（大

里中学校【１事業】）が、令和４年度に繰越となっていた。 

・ 繰越となった中学校１校については、令和４年度中に整備が完了し、教育環境の改

善が図られた。 

・ また、大規模改造事業（老朽）により、1,949 人の園児及び児童生徒の安全な教育

環境が確保され、教育環境改善率が向上した。 

 

  Ｃ－４  

・ 当初予定していた小中学校 11 校の大規模改造事業（質的整備）については、関係

機関との協議・調整により不測の日数を要したため、小中学校６校（金城小学校【２

事業】、石嶺中学校【２事業】、松城中学校【２事業】）が、令和４年度に繰越とな

っていた。 

・ 繰越となった小中学校６校については、令和４年度中に整備が完了し教育環境の改

善が図られた。 

・ また、大規模改造事業（質的整備）により、5,040 人の児童生徒の安全な教育環境

が確保され、教育環境改善率が向上した。 

 

  Ｃ－５  

・ 当初予定していた小中学校４校及び認定こども園１園の屋外教育環境整備事業につ

いては、関係機関との協議・調整により不測の日数を要したため、３校１園（越来小

学校、美東小学校、豊見城中学校、大里認定こども園）が、令和４年度に繰越となっ

ていた。 

・ 繰越となった３校１園については、令和４年度中に整備が完了し、教育環境の改善

が図られた。 

 

・ また、屋外教育環境整備事業により、2,202 人の園児及び児童生徒の安全な教育環

境が確保され、教育環境改善率が向上した。 
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  Ｃ－６  

・ 当初予定していたへき地教員住宅等の整備（２校）については、関係機関との協

議・調整により不測の日数を要したため、令和４年度に繰越となっていた。 

・ 繰越となった２校については、令和４年度中に整備が完了し、へき地教職員の環境

の改善が図られた。 

・ また、へき地教員住宅等の整備により６人の教職員の環境が改善され、教育環境改

善率が向上した。 

 

  Ｃ－７  

・ 当初予定していた幼稚園３園の新増築については、関係機関との協議・調整により

不測の日数を要したため、１園（南大東幼稚園）が、令和４年度に繰越となってい

た。 

・ 繰越となった１園については、令和４年度中に整備が完了し、教育環境の改善が図

られた。 

・ また、園舎の新増築により 102 人の園児の教育環境が確保され、教育環境改善率が

向上した。 

 

  Ｃ－８  

・ 当初予定していた学校給食施設４施設の新増築・改築については、関係機関との協

議・調整により不測の日数を要したため、２施設（沖縄市）が、令和４年度に繰越と

なっていた。 

・ 繰越となった２施設については、令和４年度中に整備が完了し、教育環境の改善が

図られた。 

・ また、学校給食施設の改築等により 15,600 人の児童生徒の教育環境が確保され、

教育環境改善率が向上した。 

 

 Ｃ－９  

・ 当初予定していた水泳プール新改築事業（４校）については、関係機関との協議・

調整により不測の日数を要したため、３校（若狭小学校、開南小学校、識名小学校）

が、令和４年度に繰越となっていた。 

・ 繰越となった３校については、令和４年度中に整備が完了予定であり、整備に伴

い、教育環境の改善が図られた。 

・ また、水泳プールの新改築により 1,544 人の児童生徒の教育環境が確保され、教育

環境改善率が向上した。 

 

 Ｃ－11  

・ 当初予定していた高等学校２校の構造上危険な状態にある建物の改築については、

関係機関との協議・調整により不測の日数を要したため、１校（開邦高校）が、令和

４年度に繰越となっていた。 

・ 繰越となった１校については、令和４年度中に整備が完了予し、危険建物の安全率

の向上が図られた。 
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・ また、危険建物の改築により、1,630 人の生徒の安全な教育環境が確保され、安全

率が向上した。 

 

  Ｃ－16  

・ 当初予定していた高等学校等 11 箇所の実験実習に必要な装置の更新等について

は、新型コロナウイルス感染症拡大等により資材の供給が遅れ、２箇所（南部農林高

校、沖縄水産高校）が、令和４年度に繰越となっていた。 

・ 繰越となった２箇所については、令和４年度中に整備が完了し、全整備対象校等に

おいて施設（装置）稼働率が前年度以上となり、産業教育の振興が図られた。 

・ また、実験実習に必要な装置の更新等により、設置した高等学校等の生徒の教育環

境等が確保され、教育環境改善率が向上した。 
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【満足度調査】 

・ 学校施設については、更なる定量的な成果目標（アウトカム）の設定を見据えて、

平成 27 年度、28 年度、30 年度、令和元年度、令和２年度及び令和３年度に引き続

き、令和４年度においても、試行的に一部の学校で、教員及び生徒に対し、満足度調

査（アンケート調査）を実施した。 

 

＜満足度調査（アンケート調査）の概要＞ 

 対象学校：小学校（１校）、中学校（２校）、高等学校（２校）、 

特別支援学校（１校） 

 対象教員：167 名（回答数 148 名、回答率 89％） 

 対象生徒：1,114 名（回答数 1,004 名、回答率 90％） 

 

＜満足度調査（アンケート調査）の結果＞ 

 今回の校舎等の改築について、「とても満足」又は「満足」と答えた者の合計の割

合は、教員で約６割、生徒で約８割の結果となった。 

 

 

 また、校舎等の改築の前後における生徒の学習意欲等の変化について、教員に尋ね

たところ、「とても変化があった」又は「一部に変化があった」と答えた者の合計の

割合は、約８割となった。 

 

 満足度調査（アンケート調査）の結果から、校舎等の改築が、生徒の安全、安心な

教育環境の構築を図るほか、学習意欲等の変化にも繋がったものと考えられる。 

 なお、学校施設整備の満足度調査（アンケート調査）については、校舎等の改築に

要する期間が複数年度になることで、校舎等の改築の前後の利用者（教員及び生徒）

が異なることもあるため、定量的な成果目標（アウトカム）とすることについては、

引き続き、検証していきたい。 

 また、事業効果が分かりやすい評価となるような観点から、現行の成果目標の見直

しのほか、満足度調査（アンケート調査）以外の成果目標の設定など、更なる検討を

行いたい。  

とても満足・満足 どちらとも言えない 満足していない

教員 148 94 36 18

64% 24% 12%

生徒 1,004 754 209 41

75% 21% 4%

対 象 者 回 答 数
評　価
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Ｄ２ 社会福祉施設（子ども生活福祉部） 

 

【新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画】 

 ２－(５)－イ：障害のある人が活動できる環境づくり 

 

【事業目的・概要】 

Ｒ３成果目標Ｄ２－１ 

・ 社会福祉法人等が行う老朽化した障害者福祉施設等の施設、設備の整備に要する経

費の一部を補助することにより、施設利用者の安全・安心を確保し、福祉向上を図

る。 

 

【整備箇所】 

・ 株式会社知的障害者支援センターかけはし（外壁修理・屋根補強工事） 

 

【成果の検証】 

・ 社会福祉施設については、令和３年度から令和４年度に繰り越した成果目標数は 

 １である。 

・ 今回の事後評価において、成果目標（Ｄ２－１）が「達成」となったことから、 

 障害のある人が活動できる環境づくりに寄与することができた。 

・ 成果目標を個別に確認すると、以下のとおりである。 

 

  Ｄ２－１  

・ 当初予定していた施設整備等については、新型コロナウイルス感染症の影響による

資材の納入遅延等に伴い、工事に時間を要することになったため、令和４年度に繰越

となっていた。 

・ 繰越となった１施設は、令和４年度に整備が完了し、施設利用者の安全・安心の 

 確保に寄与し、福祉向上が図られた。 

  

分野別の評価結果の補足説明 
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Ｄ３ 医療施設（保健医療部） 

 

【新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画】 

 ２－(３)－ウ：県民ニーズに即した保健医療サービスの推進 

 

【事業目的・概要】 

Ｒ４成果目標Ｄ３－２ 

・ 災害医療支援機能を有する地域災害拠点病院の施設整備を促進し、災害時の医療提

供体制の確保を図る。 

Ｒ３成果目標Ｄ３－３ 

・ 医療施設の耐震化整備を促進し、地震発生時における適切な医療提供体制の確保を

図る。 

Ｒ３成果目標Ｄ３－４ 

・ 災害医療支援機能を有する地域災害拠点病院の施設整備を促進し、災害時の医療提

供体制の確保を図る。 

 

【整備箇所】 

（令和４年度） 

・ 災害医療支援機能を有する地域災害拠点病院の施設整備（成果目標Ｄ３－２） 

  （ハートライフ病院） 

 

（令和３年度） 

・ 医療施設の耐震化整備（成果目標Ｄ３－３） 

  （もとぶ記念病院） 

・ 災害医療支援機能を有する地域災害拠点病院の施設整備（成果目標Ｄ３－４） 

（Ｒ４最終評価） 

  （南部徳洲会病院、ハートライフ病院） 

 

【成果の検証】 

（令和４年度） 

・ 災害医療支援機能を有する地域災害拠点病院の施設整備について、成果目標（Ｄ３

－２）を構成する事業が次年度に繰り越したことから、今回の事後評価の対象外とな

った。 

 

（令和３年度） 

・ 医療施設の耐震化及び災害医療支援機能を有する地域災害拠点病院の施設整備につい

て、令和３年度から令和４年度に繰り越した成果目標数は１であった。 

 

分野別の評価結果の補足説明 
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・ 今回の事後評価において、１の成果目標（Ｄ３－３）は「達成」となったことから、 

県民ニーズに即した保健医療サービスの推進に寄与することができた。 

 

・ なお、令和４年度が評価年度となっている令和３年度成果目標（Ｄ３－４）について 

は、構成する事業が次年度に繰り越したことから、今回の事後評価の対象外となった。 

 

・ 成果目標を個別に確認すると、以下のとおりである。 

 

（令和４年度） 

  Ｄ３－２  

・ 当初予定していた災害医療支援機能を有する地域災害拠点病院の施設整備について

は、世界的な半導体不足に伴い、機器製作に遅れが生じたため、令和５年度に繰越と

なった。 

・ 繰越となった災害医療支援機能を有する地域災害拠点病院の施設整備については、

整備完了に伴い、災害時の医療提供体制の確保が見込まれる。 

 

（令和３年度） 

  Ｄ３－３   

・ 当初予定していた医療施設の耐震化整備については、交付事務手続きの遅れにより

事業着手が遅れたことや、資材価格高騰に伴う積算見直し等事業計画の再検討に時間

を要したため、令和４年度に繰越となっていた。 

・ 繰越となった医療施設の耐震化整備については、目標値である１施設の整備に対し

て、実績値は１施設の整備完了となり、地震発生時における適切な医療提供体制の確

保が図られた。 

 

 Ｄ３－４（Ｒ４最終評価）    

・ 当初予定していた災害医療支援機能を有する地域災害拠点病院の施設整備について

は、世界的な半導体不足に伴い、機器製作に遅れが生じたため、令和５年度に繰越と

なった。 

・ 繰越となった災害医療支援機能を有する地域災害拠点病院の施設整備については、

整備完了に伴い、災害時の医療提供体制の確保が見込まれる。 
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Ｅ１ 水産基盤整備：（農林水産部） 

 

【新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画】 

３－(７)－カ：成長産業化の土台となる農林水産業の基盤整備 

 
【事業目的・概要】 

（中間評価） 

Ｒ４成果目標Ｅ－８ 

・ 水産物の生産及び流通機能の強化を図るため、漁港の整備を行う。（辺土名地区） 

 

【整備箇所】 

・ 漁港・漁村等の総合的な整備（Ｒ４成果目標Ｅ－８） 

（辺土名地区） 

 

【事前評価】 

・ 沖縄県では、水産基盤整備に関して、施策や事業の実施による社会的な便益と費用

を計測し、施策の効率性、事業推進の妥当性を評価する分析手法として、費用便益分

析（Cost Benefit Analysis。以下「B/C」という）を用いて、事前評価を実施してい

る。 

・ 事前評価における費用便益分析（B/C）は、以下のとおりである。 

 

整備する地域 費用便益分析（B/C） 

辺土名地区 1.12 

 

【成果の検証】 

・ 漁港漁村等整備については、今回の中間評価において、成果目標（Ｅ－８）が「未

達成」となった。 

・ 成果目標を個別に確認すると、以下のとおりである。 

 

（中間評価） 

  Ｅ－８  

・ 防波堤については、中間評価における目標値に達することができなかったが、Ｒ５

以降の目標となっている航路・泊地の浚渫や物揚場の整備については、実施に向けて

設計済みで、全体として着実に進んでいる。 

 

 

 

 

分野別の評価結果の補足説明 
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Ｅ１ 海岸保全施設整備（農林水産部） 

 

【新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画】 

２－(４)－イ：災害に強い県土づくりと防災体制の強化 

 
【事業目的・概要】 

Ｒ４成果目標Ｅ－11 

・ 高潮・津波等による被害から海岸を防護し、もって国土の保全を図る。 

Ｒ４補正成果目標Ｅ－11 

・ 高潮・津波等による被害から海岸を防護し、もって国土の保全を図る。 

 

 

【整備箇所】 

・ 海岸保全施設の整備（Ｒ４成果目標Ｅ－11、Ｒ４補正成果目標Ｅ－11） 

（伊是名地区、屋我地地区） 

 

【事前評価】 

・ 沖縄県では、海岸保全施設整備に関して、施策や事業の実施による社会的な便益と

費用を計測し、施策の効率性、事業推進の妥当性を評価する分析手法として、費用便

益分析（Cost Benefit Analysis。以下「B/C」という）を用いて、事前評価を実施し

ている。 

・ 事前評価における費用便益分析（B/C）は、以下のとおりである。 

 

整備する地域 費用便益分析（B/C） 

伊是名地区 11.81 

 

【成果の検証】 

・ 海岸保全施設整備について、成果目標（Ｅ－11Ｒ４、Ｅ－11Ｒ４補正）を構成する 

事業が次年度に繰り越したことから、今回の事後評価の対象外となった。 

・ 成果目標を個別に確認すると、以下のとおりである。 

 

  Ｅ－11（Ｒ４成果目標Ｅ－11、Ｒ４補正成果目標Ｅ－11）  

・ 当初予定していた伊是名漁港海岸の保全施設については、土質条件の変更（岩率）

の変更があったことから岩浚渫が必要となり、単年度工事数量の減及び全体事業量が

増大し令和５年度以降に繰越となった。 

・ 早期の岩浚渫のため、効率的に単年度工事数量を増加できるよう施工スケジュール

の調整及び事業費配分の見直しを図る。 

 

分野別の評価結果の補足説明 
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Ｅ３ 農業・食品産業強化対策整備（農林水産部） 

 

【新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画】 

３－(７)－ウ：多様なニーズに対応するフードバリューチェーンの強化 

 
【事業目的・概要】 

Ｒ４成果目標Ｅ３－１ 

・ 中央卸売市場青果卸売場に低温管理施設を整備する。 

 

【整備箇所】 

・ 沖縄県中央卸売市場青果卸売場の整備（Ｒ４成果目標Ｅ３－１） 

（低温管理施設） 

 

【成果の検証】 

・ 沖縄県中央卸売市場青果卸売場の低温管理施設の整備については、今回の事後評価

において、成果目標（Ｅ３－１）が「達成」となった。 

・ 成果目標を個別に確認すると、以下のとおりである。 

 

  Ｅ３－１ 

・ 沖縄県中央卸売市場青果卸売場の低温管理施設の整備については、工事の進捗を踏

まえた現場の状況により整備面積が変更となったが、令和４年度に整備が完了し、目

標値を達成した。 

・ また、青果物の衛生管理、品質保持の機能が強化されたことで、衛生状態を良好に

維持し食品安全上のリスクを回避し、青果物の高品質化を図ることができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

分野別の評価結果の補足説明 
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Ｇ 道路（土木建築部） 

 

【新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画】 

２－(６)－ア：地域特性に応じた生活基盤の整備 

 

【事業目的・概要】 

Ｒ３成果目標Ｇ－29 

・ 地域住民の生活に密着した市町村道の整備を推進し、安全で円滑な交通の確保、生

活環境の向上を図る。 

 

【整備箇所】 

・ 道路整備（Ｒ３成果目標Ｇ－29） 

（Ａ－76 号線（宮古島市）、健堅本部落線（本部町）、美浜 14 号線（北谷町）等、 

計 99 路線） 

 

【事前評価】 

・ 沖縄県では、道路整備等に関して、施策や事業の実施による社会的な便益と費用を

計測し、施策の効率性、事業推進の妥当性を評価する分析手法として、費用便益分析

（Cost Benefit Analysis。以下「B/C」という）を用いて、事前評価を実施してい

る。 

・ 事前評価における費用便益分析（B/C）は、以下のとおりである。 

 

整備する箇所 費用便益分析（B/C） 

伊差川線（伊差川工区） 1.02 

城間前田線（安波茶工区） 2.5 

沖縄都市モノレール延長整備事業 1.5 

３・４・５４号城間前田線街路整備事業 1.24 

浦添西原線道路改築事業 1.49 

 

【成果の検証】 

・ 道路については、令和３年度から令和４年度に繰り越した成果目標数は１である。 

・ 今回の事後評価において、成果目標（Ｒ３成果目標Ｇ－29）が「概ね達成」と 

なったことから、安全で円滑な交通の確保、生活環境の向上が図られた。 

・ 成果目標を個別に確認すると、以下のとおりである。 

 

 

 

分野別の評価結果の補足説明 
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（令和３年度） 

  Ｇ－29  

・ 県内市町村における道路整備については、目標値である 28.4km の整備延長には届

かないものの、目標の 94％にあたる 26.8km の整備が完了し、市町村道における地域

生活の利便性向上、道路交通の円滑化等が図られた。 

・ 市町村において道路整備を実施した結果、安全で円滑な交通の確保、生活環境の向

上が確保された。 
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Ｇ 港湾（土木建築部） 

 

【新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画】 

２－(４)－イ：災害に強い県土づくりと防災体制の強化 

 ３－(１)－イ：人流・物流を支える港湾の整備 

 

【事業目的・概要】 

Ｒ３成果目標Ｇ－33 

・ 老朽化した既存施設の改良を行い、施設延命化、港湾施設の安全性の向上を図る。 

Ｒ３成果目標Ｇ－34 

・ 港湾を訪れる地元市民と観光客との交流の拠点として人々に親しまれる緑地を整備

し、物流・交流及び観光拠点としての港湾機能の強化を図るとともに、にぎわいのあ

る港づくりを図る。 

 

【整備箇所】 

（令和３年度） 

・ 港湾緑地整備（成果目標Ｇ－33）（Ｒ４最終評価） 

（石垣港） 

・ 港湾緑地整備（成果目標Ｇ－34）（Ｒ４最終評価） 

（石垣港(新港地区)緑地、登野城緑地） 

 

【事前評価】 

・ 沖縄県では、港湾整備に関して、施策や事業の実施による社会的な便益と費用を計

測し、施策の効率性、事業推進の妥当性を評価する分析手法として、費用便益分析

（Cost Benefit Analysis。以下「B/C」という）を用いて、事前評価を実施してい

る。 

・ 事前評価における費用便益分析（B/C）は、以下のとおりである。 

 

整備する箇所 費用便益分析（B/C） 

登野城ターミナル緑地 2.2 

石垣港（新港地区緑地） 2.3 

 

【成果の検証】 

（令和３年度） 

・ 港湾の緑地整備における今回の事後評価については、1 つの成果目標（Ｇ-34）が

「未達成」となったものの、１つの成果目標（Ｇ－33）が「概ね達成」となったことによ

り、おおむね人流・物流を支える港湾の整備に寄与することができた。 

 

分野別の評価結果の補足説明 
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・ 成果目標を個別に確認すると、以下のとおりである。 

 

（令和３年度） 

  Ｇ－33  

・ 石垣港における緑地整備については、目標値である７箇所の施設整備には届かない

ものの、５施設について工事及び設計が完了し、目標値を概ね達成した。 

・ 老朽化した港湾施設の補修を行うことによって、施設の延命化に繋がり、港湾施設

を安心・安全が図られた。 

・ 残り２施設についても補修の優先順位を定め、設計及び工事を行う見込みである。 

  Ｇ－34  

・ 石垣港（新港地区）における緑地整備については、目標値である緑地整備面積

6.9ha に対して実績値は 5.9ha となり、目標値を概ね達成しているものの、登野城タ

ーミナル緑地整備については、関係機関の施設整備との調整が必要となり、その影響

により実績がないことから、未達成となった。 

・ 石垣港（新港地区）においては、人工海浜は一部供用開始となっており、人工海浜

及び緑地を整備する事により、市民及び観光客が、快適で魅力ある空間の創出が図ら

れた。 

・ 登野城ターミナル緑地については、関係機関施工後、市施工範囲の工事を着手でき

るように、関係機関と供用開始時期を考慮した全体計画を立て整備の進捗を図る。 
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Ｇ 治水（土木建築部） 

 

【新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画】 

 ２－（４）－イ 

大規模災害等に備えた強くしなやかな県土づくりの推進 

 

【事業目的・概要】 

(中間評価) 

Ｒ４成果目標Ｇ－14 

・ 沖縄県は台風常襲地帯であることに加え、地球温暖化の気候変動に伴う集中豪雨な

ど災害の危険度が高いことから、県民の生命及び財産を守り、あわせて沖縄振興のた

めの社会資本を保全する必要がある。災害の未然防止のため土砂災害対策を推進する

ことにより、災害に強い県土をつくるとともに、安全安心な生活環境の確保を図る。 

Ｒ３成果目標Ｇ－17 

・ 集中豪雨の多発による洪水や都市化の進展に伴う被害リスクの増大に対し、迅速な

情報提供や総合的な浸水対策を実施することにより県民が安全・安心に暮らせる生活

の確保を図る。 

 

【整備箇所】 

（中間評価） 

土砂災害対策（Ｒ４成果目標Ｇ－14） 

・ 土砂災害人家 400 戸 

・ 要配慮者施設２施設 

河川改修（Ｒ３成果目標Ｇ－17） 

・ 広域河川改修事業（安謝川ほか４河川） 

・ 流域治水対策河川事業（安里川） 

・ 総合流域防災事業（北部圏域）４河川 

・ 総合流域防災事業（中南部圏域）７河川 

・ 総合流域防災事業（八重山圏域）１河川 

・ 総合流域防災事業（県全域）情報基盤１件 

 

【事前評価】 

・ 沖縄県では、河川の改修等に関して、施策や事業の実施による社会的な便益と費用

を計測し、施策の効率性、事業推進の妥当性を評価する分析手法として、費用便益分

析（Cost Benefit Analysis。以下「B/C」という）を用いて、事前評価（再評価）を

実施している。 

・ 事前評価（再評価）における費用便益分析（B/C）は、以下のとおりである。 

 

分野別の評価結果の補足説明 
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実施主体 整備（改修）する河川 費用便益分析（B/C） 

沖縄県 

安里川河川改修事業 

（那覇市） 
11.2（R3 再評価） 

我部祖河川河川改修事業 

（名護市） 
8.5（R2 再評価） 

天願川河川改修事業 

（うるま市） 
1.7（H30 再評価） 

安謝川河川改修事業 

（那覇市） 
4.6（R1 再評価） 

満名川河川改修事業 

（本部町） 
3.9（H30 再評価） 

 

【成果の検証】 

（中間評価） 

（令和４年度） 

・ 土砂災害対策における中間評価については、成果目標（Ｇ－14）が「達成」となっ 

たことから、大規模災害時に備えた強くしなやかな県土づくりの推進に寄与すること 

ができた。 

（令和３年度） 

・ 河川改修における中間評価については、成果目標（Ｇ－17）が「概ね達成」となっ 

たことから、災害に強い県土づくりと防災体制の強化に寄与することができた。 

 

・ 成果目標を個別に確認すると、以下のとおりである。 

 

（中間評価） 

  Ｇ－14 Ｒ４成果目標 

・ 土砂災害対策事業における土砂災害対策着手人家数ついては、中間目標値である 

8,000 戸に対して実績値は 8,000 戸となっており社会資本整備総合交付金（防災・安 

全交付金）と一体となって中間目標値を達成し、また土砂災害対策着手要配慮者利用 

施設数については、目標値である 43 施設に対して実績値 43 施設となり、社会資本整 

備総合交付金（防災・安全交付金）と一体となって中間目標値を達成した。 

・ 今後も土砂災害の生ずるおそれのある区域において対策事業が進め、県民の安心安

全な生活環境の整備を推進する。 

 

  Ｇ－17 Ｒ３成果目標 

・ 広域河川改修事業、流域治水対策河川事業及び総合流域防災事業については、河川 

改修等を行った結果、整備河川における整備の進捗状況が中間目標値 66.9％対し 

て、実績値は 66.7％となり概ね達成した。 

・ また整備の進捗より、水害に対する防災・減災の機能強化が図られた。 

・ 一方で、事業進捗に遅れが生じているが、今後は、関係機関（沖縄防衛局、現地米

軍）及び地権者との調整を密に行い、事業の進捗を図る方針である。 
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Ｇ 下水道（土木建築部） 

 

【新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画】 

 ２－（６）－ア 

地域特性に応じた生活基盤の整備 

 

【事業目的・概要】 

（中間評価） 

Ｒ４成果目標Ｇ－18、Ｇ－19 

・ 下水を速やかに排除・処理することにより、生活環境の改善、浸水の防除、海や河

川等の公共用水域の水質汚濁の防止に積極的な役割を果たし、豊かな自然環境の保

全・再生に大きく寄与する。 

 

【整備箇所】 

下水道整備（Ｒ４成果目標Ｇ－18、Ｇ－19） 

・ 流域下水道 

那覇浄化センター（中部流域）、 

宜野湾浄化センター（中部流域）、 

具志川浄化センター（中城湾流域）、 

西原浄化センター（中城湾南部流域） 

 

・ 公共下水道 

（那覇市、宜野湾市、石垣市、浦添市、名護市、糸満市、沖縄市、豊見城市、 

うるま市、宮古島市、南城市、本部町、読谷村、北谷町、北中城村、中城村、 

西原町、与那原町、南風原町、渡嘉敷村、座間味村、久米島町、竹富町） 

 

【事前評価】 

・ 沖縄県では、下水道の整備（改修）に関して、施策や事業の実施による社会的な便

益と費用を計測し、施策の効率性、事業推進の妥当性を評価する分析手法として、費

用便益分析（Cost Benefit Analysis。以下「B/C」という）を用いて、事前評価を実

施している。 

・ 事前評価における費用便益分析（B/C）は、以下のとおりである。 

 

実施主体 整備（改修）する港湾 費用便益分析（B/C） 

沖縄県 

中部流域下水道事業 

（那覇処理区） 
2.53（H30 再評価） 

中部流域下水道事業 

（伊佐浜処理区） 
2.15（H30 再評価） 

分野別の評価結果の補足説明 
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中城湾流域下水道事業 

（具志川処理区） 
1.29（H30 再評価） 

中城湾南部流域下水道事業 

（西原処理区） 
1.29（H27 再評価） 

 

【成果の検証】 

・ 下水道については、今回の中間評価において、２つの成果目標（Ｇ－18、Ｇ－19）

が「概ね達成」となり、下水道処理人口普及率が 0.4 ポイント増加するなど、地域特

性に応じた生活基盤の整備に一定程度寄与することができた。 

・ 今後は、市町村と連携しながら地域特性に応じた下水道整備を推進していく。 

 

・ 成果目標を個別に確認すると、以下のとおりである。 

 

（中間評価） 

  Ｇ－18  

・ 沖縄県において、生活環境の改善、浸水の防除、海や河川等の公共用水域の水質汚

濁の防止のため、下水道の整備及び機能維持に取り組んだ結果、下水道処理人口普及

率が 72.4％となり、中間目標である 77.2％には達しなかったものの、一定程度の効

果を発揮することができ、豊かな自然環境保全にも寄与している。 

 

  Ｇ－19  

・ 沖縄県において、生活環境の改善、浸水の防除、海や河川等の公共用水域の水質汚

濁の防止のため、下水道の整備及び機能維持に取り組んだ結果、下水処理場で処理し

た汚水量が 96,910,000 ㎥となり、中間目標である 97,050,000 ㎥には達しなかったも

のの、一定程度の効果を発揮することができ、豊かな自然環境保全にも寄与してい

る。 
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Ｇ 海岸（土木建築部） 

 

【新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画】 

 １－（２）―イ 

水域・陸域・待機・土壌環境の保全・再生 

 

【事業目的・概要】 

Ｒ４成果目標Ｇ－17 

・ 金武湾港海岸ギンバル地区において、砂浜など海岸整備を行うことにより海浜利用

の活性化を図る。 

 

【整備箇所】 

（Ｒ４成果目標Ｇ－17） 

・ 金武湾港海岸ギンバル地区 

 

【成果の検証】 

・ 海岸整備における今回の事後評価について、成果目標（Ｇ－17）が「達成」とな 

ったことから、海浜利用の活性化に寄与することができた。 

・ 成果目標を個別に確認すると、以下のとおりである。 

 

  Ｇ－17  

・ 金武湾港海岸ギンバル地区の海岸整備における自然環境に配慮した海岸整備延長に 

ついては、目標値 750ｍ対して実績値は 750ｍとなり、達成した。 

・ 金武湾港海岸（ギンバル地区）を整備したことで、県民及び観光客が快適 

に利用できる自然景観と調和した沖縄らしい海岸整備を推進した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分野別の評価結果の補足説明 
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Ｇ 都市公園（土木建築部） 

 

【新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画】 

１－(６)－イ：花と緑あふれる県土の形成 

１－(７)－ア：まちづくりにおけるユニバーサルデザインの推進 

 １－(７)－イ：歩いて暮らせる環境づくりの推進 

  

【事業目的・概要】 

（令和４年度） 

Ｒ４成果目標Ｇ－25 

・ 那覇市公園施設長寿命化計画に基づく公園施設の適切な改築・更新を行い、安全で

安心して利用できる都市公園整備を推進する。 

Ｒ４成果目標Ｇ－31 

・ 既存公園の整備及びバリアフリー化改築等を行い、都市公園利用者である市民や観

光客の利便性及び安全性の向上を図る。 

 

（令和３年度） 

Ｒ３成果目標Ｇ－31（Ｒ３最終評価） 

・ 環境保全機能、レクリエーション機能、防災機能、景観形成機能といった、みどり

のもつ機能にあった公園整備や公園施設の改築・更新を行い、より一層市民が身近に

緑と親しめる環境を創出し、快適で魅力都市づくりを推進する。 

Ｒ３成果目標Ｇ－40（Ｒ３最終評価） 

・ H24 年度に策定した糸満市都市公園施設長寿命化策定計画をベースに 10 公園 15 施

設の改築、更新を行う。 

Ｒ３成果目標Ｇ－43（Ｒ４最終評価） 

・ 豊見城市公園施設長寿命化計画に基づく公園施設の適切な改築・更新を行い、安全

で安心して利用できる都市公園整備を推進する。 

Ｒ３成果目標Ｇ－47（Ｒ４最終評価） 

・ 宮古島市公園施設長寿命化計画に基づく公園施設の適切な改築・更新を行い、安全

で安心して利用できる都市公園整備を推進する。 

 

（中間評価） 

Ｒ４成果目標Ｇ－20 

・ 長寿・健康福祉社会といった社会情勢の変化に対応した公園施設のバリアフリー化

や老朽化施設の再整備等、利用者がより安全で安心して利用でき、観光にも資する公

園整備を推進する。 

 

分野別の評価結果の補足説明 
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Ｒ４成果目標Ｇ－24 

・ 良好な地域環境の形成自然環境の保全災害時における緊急避難地の確保等、快適で

安全で安心した都市環境を提供するとともに、公園利用者の利用利便性の向上を図る

ために、都市公園整備を推進する。 

Ｒ４成果目標Ｇ－26 

・ グリーンインフラ事業として都市公園の整備を行い、一人あたり都市公園面積を増

加させるとともに、緑化施設を拡充し都市緑化を推進する。  

Ｒ４成果目標Ｇ－33 

・ 浦添市の憩いの拠点となる都市公園整備の推進と、緑の骨格となる都市緑地の保

全・活用を図るとともに、土地区画整理事業区域内の都市公園整備を推進する。 

Ｒ４成果目標Ｇ－37 

・ こどもの国公園を中心に緑の骨格となる都市緑地の保全・活用を図るとともに、花

と緑が彩り潤いのある都市緑地の整備を推進する。 

Ｒ４成果目標Ｇ－38 

・ 沖縄市公園施設長寿命化計画に基づく公園施設の適切な改築・更新を行い、安全で

安心して利用できる都市公園整備を推進する。 

 

【整備箇所】 

（令和４年度） 

（Ｒ４成果目標Ｇ－25） 

・ 那覇市（新都心公園等の改築・更新 計６公園） 

（Ｒ４成果目標Ｇ－31） 

・ 石垣市（川平風致公園（園路、広場、休養施設、便益施設等）の整備） 

 

（令和３年度） 

（Ｒ３成果目標Ｇ－31）（Ｒ３最終評価） 

・ 宜野湾市（野嵩第一公園、比屋良川公園 計２公園） 

（Ｒ３成果目標Ｇ－40）（Ｒ３最終評価） 

・ 糸満市（西崎親水公園、西崎さくら公園、西崎運動公園、阿波根児童公園、 

南浜公園等の公園施設の改築・更新 計 10 公園 15 施設） 

（Ｒ３成果目標Ｇ－43）（Ｒ４最終評価） 

・ 豊見城市（ニュータウン第 2 号公園、わんぱく広場、ふれあい広場、白ゆり児童 

公園、すみれ児童公園、高嶺児童公園、豊崎海浜公園等 計 16 公園） 

（Ｒ３成果目標Ｇ－47）（Ｒ４最終評価） 

・ 宮古島市（東平安名崎公園、盛加越公園、下地公園、カママ嶺公園、 

城辺総合公園、大嶽城址公園、荷川取公園 計７公園） 

 

（中間評価） 

（Ｒ４成果目標Ｇ－20） 

・ 県営公園（名護中央公園、奥武山公園、海軍壕公園、バンナ公園等 計 10 公園） 
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（Ｒ４成果目標Ｇ－24） 

・ 那覇市（久場川公園、緑ヶ丘公園、虎瀬公園、森口公園、天久緑地等 計７公園） 

（Ｒ４成果目標Ｇ－26） 

・ 那覇市（城岳公園、希望ヶ丘公園、牧志南公園、十貫瀬公園等  

計４公園、９施設） 

（Ｒ４成果目標Ｇ－33） 

・ 浦添市（クニンドーの森公園・牧港緑地・経塚公園・前田公園 計４公園） 

（Ｒ４成果目標Ｇ－37） 

・ 沖縄市（海中道路跡都市緑地 A2 ゾーン（園路広場、修景施設、休養施設、教養施 

設等）の整備） 

（Ｒ４成果目標Ｇ－38） 

・ 沖縄市（コザ運動公園、黒潮公園の公園施設の改築・更新 計２公園、５施設） 

 

【事前評価】 

・ 沖縄県では、都市公園の整備に関して、施策や事業の実施による社会的な便益と費

用を計測し、施策の効率性、事業推進の妥当性を評価する分析手法として、費用便益

分析（Cost Benefit Analysis。以下「B/C」という）を用いて、事前評価を実施して

いる。 

・ 事前評価における費用便益分析（B/C）は、以下のとおりである。 

 

実施主体 整備する公園 費用便益分析（B/C） 

宜野湾市 
野嵩第一公園 1.5 

比屋良川 1.2 

うるま市 ヌーリ川公園 1.9 

八重瀬町 長田門原公園 6.38 

 

【成果の検証】 

（令和４年度） 

・ 都市公園については、今回の事後評価において、２つの成果目標（Ｇ－25、Ｇ－

43）が「達成」、１つの成果目標（Ｇ－31）が「概ね達成」、１つの成果目標（Ｇ－

47）が「未達成」となった。 

・ １つの成果目標が「未達成」となったものの、全体的に「達成」又は「概ね達成」

となっていることから、まちづくりにおけるユニバーサルデザインの推進及び人と環

境に優しいまちづくりの推進に寄与することができた。 

 

（令和３年度） 

・ 都市公園については、令和３年度から令和４年度に繰り越した成果目標数は２であ 

る。 

・ 今回の事後評価においては、１つの成果目標（Ｇ－40）が「達成」、１つの成果目

標（Ｇ－31）が「概ね達成」となり、花と緑あふれる県土の形成及びまちづくりにお
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けるユニバーサルデザインの推進等に寄与することができた。 

 

（中間評価） 

・ 都市公園における中間評価については、３つの成果目標（Ｇ－24、Ｇ－37、Ｇ－

38）が「達成」、１つの成果目標（Ｇ－33）が「概ね達成」、２つの成果目標（Ｇ－

20、Ｇ－26）が「一部達成」となったことから、人と環境に優しいまちづくりの推進

及び快適な生活環境の形成等に寄与することができた。 

 

・ 成果目標を個別に確認すると、以下のとおりである。 

 

（令和４年度） 

  Ｇ－25  

・ 那覇市の長寿命化計画における公園の改築・更新については、目標値である６公園

の改築・更新に対して、実績値は６公園の撤去・改築整備の完了となり、目標値を達

成した。 

・ 各公園の老朽化した施設を公園施設長寿命化計画に基づき改築・更新したことによ

り、子供から高齢者まで誰もが安全・安心して利用できる公園環境が確保され、公園

利用者の安全性や利便性の向上を図ることができた。 

 

  Ｇ－31  

・ 石垣市の川平風致公園における便益施設（トイレ）、便益施設周辺及び園路等の整

備については、目標値である 2.5ha の供用面積に対して、実績値は 2.29ha の整備と

なり、目標値を概ね達成した。 

・ 同整備により、子供から高齢者まで誰もが安全・安心して利用できる公園環境が確

保され、公園利用者の安全性や利便性の向上を図ることができた。 

 

（令和３年度） 

  Ｇ－31  

・ 宜野湾市の２公園の整備については、用地補償業務において権利者の公園整備計画

に対する理解が得られないことや近隣地権者の要望・調整等に時間を要し、交渉が難

航しており、令和４年度に繰越となっていた。 

・ 繰越となった宜野湾市の公園の整備については、目標値である宜野湾市における一

人当たり公園面積 4.55 ㎡/人に対して、実績値は 4.02 ㎡/人となり、目標値を概ね達

成した。 

・ 同整備により、児童生徒の遊びの場、地域住民の憩いの場及び人と生物が触れあえ

る拠点となる環境の創出が図られた。 

 

  Ｇ－40  

・ 糸満市の 10 公園 15 施設の改築・更新については、新型コロナウイルス感染拡大に

よる緊急事態宣言で公園利用者に対する住民説明会が開催できなかったため、計画策

定に不測の日数を要したことにより、令和４年度に繰越となっていた。 
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・ 繰越となった糸満市の長寿命化計画における公園の改築・更新については、目標値

である 10 公園 15 施設の改築・更新に対して、実績値は 10 公園 22 施設の改築・更新

となり、目標値を達成した。 

・ 各公園の老朽化した施設を公園施設長寿命化計画に基づき改築・更新したことによ

り、子供から高齢者まで誰もが安全・安心して利用できる公園環境が確保され、公園

利用者の安全性や利便性の向上を図ることができた。 

 

  Ｇ－43（Ｒ４最終評価）  

・ 豊見城市の長寿命化計画における公園の改築・更新については、目標値である 16

公園の改築・更新に対して、実績値は 17 公園の撤去・改築整備の完了となり、目標

値を達成した。 

・ 各公園の老朽化した施設を公園施設長寿命化計画に基づき改築・更新したことによ

り、子供から高齢者まで誰もが安全・安心して利用できる公園環境が確保され、公園

利用者の安全性や利便性の向上を図ることができた。 

 

  Ｇ－47（Ｒ４最終評価）  

・ 宮古島市の長寿命化計画における公園の改築・更新については、目標値である７公

園の改築・更新に対して、一部公園整備に着手したものの完了まで至らず目標値を達

成できなかった。 

・ 各公園の一部については、老朽化した施設を公園施設長寿命化計画に基づき改築・

更新したことにより、子供から高齢者まで誰もが安全・安心して利用できる公園環境

が確保され、公園利用者の安全性や利便性の向上を図ることができた。 

・ 引き続き、長寿命化計画に基づき、公園利用者の実態や立地環境を勘案した改築・

更新に努める。 

 

（中間評価） 

  Ｇ－20 

・ 県営公園の整備については、中間目標値である整備面積 439ha に対して、実績値は

435ha となり目標値を概ね達成したが、県営公園の利用者数については、新型コロナ

ウイルス感染症流行の影響により、中間目標値 716 万人に対して実績値は 389 万人と

なった。 

・ 今後も未供用部分の公園整備に取り組むとともに、公園施設長寿命化計画に基づき

適切な維持・修繕、改築を行い、公園施設を健全に保ち、公園利用者の拡大を図る。 

 

 Ｇ－24 

・ 那覇市の都市公園整備事業については、中間目標値である市民一人あたりの公園面

積 5.91 ㎡/人に対して、実績値は 6.02 ㎡/人となり、目標値を達成した。 

・ 都市公園整備事業を推進したことにより、市民一人当たりの公園面積が 0.31 ㎡／

人確保された。 

・ 良好な地域環境の形成、自然環境の保全、災害時における緊急避難地の確保等、快

適で安全で安心した都市環境を提供するとともに、公園利用者の利用利便性のできる
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よう、引き続き公園整備事業を推進する。 

 

 Ｇ－26 

・ 那覇市の緑地環境事業としての都市公園整備については、中間目標値である市民一

人あたりの公園面積 5.91 ㎡/人に対して実績値は 6.02 ㎡/人となり、目標値を達成し

たが、雨水浸透桝の設置については目標値６基に対して実績値１基、街路樹の更新に

ついては実績がなく目標を達成できなかった。 

・ 都市公園整備事業を推進したことにより、市民一人当たりの公園面積が 0.31 ㎡／

人確保された。 

・ 良好な地域環境の形成、自然環境の保全、災害時における緊急避難地の確保等、快

適で安全で安心した都市環境を提供するとともに、公園利用者の利用利便性のできる

よう、引き続き公園整備事業を推進する。 

 

 Ｇ－33 

・ 浦添市の都市公園整備については、中間目標値である市民一人あたりの公園面積

5.61 ㎡/人に対して、実績値は 5.55 ㎡/人となり、目標値を概ね達成した。 

・ 公園整備を推進することで、利用者にとって憩いの場及び快適な環境を提供できて

いる。 

・ 市民の憩いの場、生涯学習拠点としての緑地、広場等の整備を推進し、広域避難場

所としての防災機能等、公園の質の向上を図り、更なる公園整備を推進する。 

 

 Ｇ－37 

・ 沖縄市の都市緑地整備については、中間目標値である市民一人あたりの公園面積

9.06 ㎡/人に対して、実績値は 9.07 ㎡/人となり、目標値を達成した。 

・ 公園整備を推進することで、利用者にとって憩いの場及び快適な環境を提供できて

いる。 

・ 海中道路跡都市緑地 A2 ゾーンの供用開始はできていないが、整備は進んでおり、

花と緑が彩り潤いのあるまちづくりに寄与している。 

 

 Ｇ－38    

・ 沖縄市の長寿命化計画における公園の改築・更新については、中間目標値である更

新施設数１公園 1 施設に対して、実績値は１公園１施設となり、目標値を達成した。 

・ 老朽化した遊具等の撤去・更新を推進することで、利用者にとって安心安全な施設

の利用を提供できている。 
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新
な

ど
に

よ
り

建
物

の
耐

久
性

を
高

め
る

と
と

も
に

、
省

エ
ネ

ル
ギ

ー
化

や
多

様
な

学
習

内
容

、
学

習
形

態
に

よ
る

活
動

が
可

能
と

な
る

環
境

の
提

供
な

ど
、

現
代

の
社

会
的

要
請

に
応

じ
た

施
設

の
長

寿
命

化
を

図
る

。
ま

た
、

将
来

的
に

長
寿

命
化

を
図

る
建

物
に

つ
い

て
、

健
全

な
状

態
に

保
つ

た
め

の
予

防
的

な
改

修
工

事
を

適
切

な
タ

イ
ミ

ン
グ

で
実

施
し

、
致

命
的

な
損

傷
の

発
現

を
事

前
に

防
ぐ

こ
と

で
、

効
率

的
・

効
果

的
に

施
設

の
長

寿
命

化
を

図
り

、
教

育
環

境
の

改
善

を
図

る
。

【
定

量
的

指
標

】
①

市
町

村
立

小
中

学
校

の
長

寿
命

化
改

良
事

業
（

1
校

）
②

教
育

環
境

改
善

率
　

対
象

事
業

箇
所

の
児

童
・

生
徒

数
／

県
内

小
中

学
校

児
童

・
生

徒
数

　
（

3
7
9
人

／
1
4
6
,
8
4
0
人

）

R
4

－
[
R
4
]

C
-
2
の

N
o
.
2
0

達
成

◎

Ｃ （ 学 校 施 設 ）

５
校

は
繰
越
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令
和

4
年
度
沖
縄
振
興
公
共
投
資
交
付
金
に
係
る
成
果
目
標
に
お
け
る
達
成
状
況
（
令
和
４
年
度
達
成
予
定
年
度
分
）

番
号

達
成

予
定

年
度

中
間

評
価

年
度

対
応

事
業

目
標

値
達

成
値

（
個

別
）

達
成

状
況

（
総

合
）

達
成

状
況

評
価

基
準

分
野

成
果

目
標

公
立

幼
稚

園
の

大
規

模
改

造
事

業
（

老
朽

）
１

園

公
立

幼
稚

園
の

大
規

模
改

造
事

業
（

老
朽

）
１

園

達
成

率
1
0
0
％

教
育

環
境

改
善

率
幼

稚
園

1
2
3
人

／
8
,
9
4
0
人

教
育

環
境

改
善

率
幼

稚
園

1
2
3
人

／
8
,
9
4
0
人

達
成

率
1
0
0
％

小
中

学
校

の
大

規
模

改
造

（
質

的
整

備
）

2
1
校

小
中

学
校

の
大

規
模

改
造

（
質

的
整

備
）

１
園

小
中

学
校

の
大

規
模

改
造

（
質

的
整

備
）

1
5
校

小
中

学
校

の
大

規
模

改
造

（
質

的
整

備
）

１
園

達
成

率
－

％

教
育

環
境

改
善

率
小

中
学

校
9
,
2
1
9
人

／
1
4
6
,
8
4
0
人

幼
稚

園
8
人

／
8
,
9
4
0
人

教
育

環
境

改
善

率
小

中
学

校
-
　

人
／

1
4
6
,
8
4
0
人

幼
稚

園
8
人

／
8
,
9
4
0
人

達
成

率
－

％

小
中

学
校

の
屋

外
教

育
環

境
（

運
動

場
）

の
整

備
６

校

小
中

学
校

の
屋

外
教

育
環

境
（

運
動

場
）

の
整

備
４

校
達

成
率

－
％

教
育

環
境

改
善

率
小

中
学

校
3
,
1
7
9
人

／
1
4
6
,
8
4
0
人

教
育

環
境

改
善

率
小

中
学

校
-
　

人
／

1
4
6
,
8
4
0
人

達
成

率
－

％

◎

Ｃ （ 学 校 施 設 ）

C
-
5

【
目

標
】

　
経

年
に

よ
り

、
通

常
発

生
す

る
学

校
建

物
の

損
耗

、
機

能
低

下
に

対
す

る
復

旧
措

置
及

び
建

物
の

用
途

変
更

に
伴

う
改

築
等

を
行

う
こ

と
に

よ
り

教
育

環
境

の
改

善
を

図
り

、
も

っ
て

学
校

教
育

の
円

滑
な

実
施

に
資

す
る

と
と

も
に

、
併

せ
て

建
物

の
耐

久
性

の
確

保
を

図
る

。

【
定

量
的

指
標

】
①

市
町

村
立

学
校

の
大

規
模

改
造

事
業

（
質

的
整

備
）

（
2
1
校

）
　

公
立

幼
稚

園
の

大
規

模
改

造
事

業
（

質
的

整
備

）
（

1
園

）
②

教
育

環
境

改
善

率
　

対
象

事
業

箇
所

の
児

童
・

生
徒

数
／

県
内

小
中

学
校

児
童

・
生

徒
数

　
（

9
,
2
1
9
人

／
1
4
6
,
8
4
0
人

）
　

対
象

事
業

箇
所

の
園

児
数

／
県

内
幼

稚
園

園
児

数
　

（
8
人

／
8
,
9
4
0
人

）

R
4

－
[
R
4
]

C
-
5
の

N
o
.
3
7
～

4
3
、

4
6
～

5
2
、

5
4
～

5
9
、

9
9
～

1
0
0

繰
越

繰

Ｃ （ 学 校 施 設 ）

C
-
4

【
目

標
】

　
経

年
に

よ
り

、
通

常
発

生
す

る
学

校
建

物
の

損
耗

、
機

能
低

下
に

対
す

る
復

旧
措

置
及

び
建

物
の

用
途

変
更

に
伴

う
改

築
等

を
行

う
こ

と
に

よ
り

教
育

環
境

の
改

善
を

図
り

、
も

っ
て

学
校

教
育

の
円

滑
な

実
施

に
資

す
る

と
と

も
に

、
併

せ
て

建
物

の
耐

久
性

の
確

保
を

図
る

。

【
定

量
的

指
標

】
①

公
立

幼
稚

園
の

大
規

模
改

造
事

業
（

老
朽

）
（

1
園

）
②

教
育

環
境

改
善

率
　

対
象

事
業

箇
所

の
園

児
数

／
県

内
幼

稚
園

園
児

数
　

（
1
2
3
人

／
8
,
9
4
0
人

）

R
4

－
[
R
4
]

C
-
4
の

N
o
.
2
4

達
成

繰

Ｃ （ 学 校 施 設 ）

C
-
6

【
目

標
】

　
子

ど
も

達
の

最
も

身
近

に
あ

る
学

校
の

屋
外

環
境

を
様

々
な

体
験

活
動

の
場

と
し

て
活

用
し

、
た

く
ま

し
く

心
豊

か
な

子
ど

も
達

を
育

成
す

る
た

め
、

屋
外

環
境

の
一

体
的

な
整

備
充

実
を

図
る

。

【
定

量
的

指
標

】
①

市
町

村
立

学
校

の
屋

外
教

育
環

境
の

整
備

に
関

す
る

事
業

（
運

動
場

）
（

6
校

）
②

教
育

環
境

改
善

率
　

対
象

事
業

箇
所

の
児

童
・

生
徒

数
／

県
内

小
中

学
校

児
童

・
生

徒
数

　
（

3
,
1
7
9
人

／
1
4
6
,
8
4
0
人

）

R
4

－
[
R
4
]

C
-
7
の

N
o
.
6
0
～

6
5

繰
越

６
校

は
繰
越

２
校

は
繰

越
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令
和

4
年
度
沖
縄
振
興
公
共
投
資
交
付
金
に
係
る
成
果
目
標
に
お
け
る
達
成
状
況
（
令
和
４
年
度
達
成
予
定
年
度
分
）

番
号

達
成

予
定

年
度

中
間

評
価

年
度

対
応

事
業

目
標

値
達

成
値

（
個

別
）

達
成

状
況

（
総

合
）

達
成

状
況

評
価

基
準

分
野

成
果

目
標

へ
き

地
教

員
住

宅
等

の
整

備
４

校

へ
き

地
教

員
住

宅
等

の
整

備
２

校
達

成
率

－
％

へ
き

地
教

職
員

の
環

境
改

善
率

1
6
人

／
1
2
,
1
7
0
人

へ
き

地
教

職
員

の
環

境
改

善
率

-
　

人
／

1
2
,
1
7
0
人

達
成

率
－

％

幼
稚

園
の

園
舎

の
新

増
築

１
園

幼
稚

園
の

園
舎

の
新

増
築

０
園

達
成

率
－

％

教
育

環
境

改
善

率
幼

稚
園

1
5
人

／
8
,
9
4
0
人

教
育

環
境

改
善

率
幼

稚
園

-
　

人
／

8
,
9
4
0
人

達
成

率
－

％

学
校

給
食

施
設

の
新

増
築

・
改

築
６

施
設

学
校

給
食

施
設

の
新

増
築

・
改

築
１

施
設

達
成

率
－

％

教
育

環
境

改
善

率
小

中
学

校
1
3
,
1
8
9
人

／
1
4
6
,
8
4
0
人

教
育

環
境

改
善

率
小

中
学

校
-
　

人
／

1
4
6
,
8
4
0
人

達
成

率
－

％

水
泳

プ
ー

ル
新

改
築

1
0
校

武
道

場
新

改
築

２
校

水
泳

プ
ー

ル
新

改
築

３
校

武
道

場
新

改
築

０
校

達
成

率
－

％

教
育

環
境

改
善

率
小

中
学

校
6
,
0
1
2
人

／
1
4
6
,
8
4
0
人

教
育

環
境

改
善

率
小

中
学

校
-
　

人
／

1
4
6
,
8
4
0
人

達
成

率
－

％

C
-
7

【
目

標
】

　
へ

き
地

に
お

け
る

義
務

教
育

の
円

滑
な

実
施

及
び

教
育

水
準

の
向

上
を

図
る

た
め

、
へ

き
地

教
員

住
宅

、
へ

き
地

集
会

室
及

び
へ

き
地

寄
宿

舎
の

整
備

を
行

う
。

【
定

量
的

指
標

】
①

へ
き

地
教

員
住

宅
等

の
整

備
に

関
す

る
事

業
（

4
校

）
②

へ
き

地
教

職
員

の
環

境
改

善
率

　
対

象
事

業
に

係
る

へ
き

地
教

職
員

数
／

県
内

教
職

員
数

　
（

1
6
人

／
1
2
,
1
7
0
人

）

R
4

－
[
R
4
]

C
-
9
の

N
o
.
6
6
～

6
8
、

1
0
1

繰
越

繰

Ｃ （ 学 校 施 設 ）

繰

Ｃ （ 学 校 施 設 ）

C
-
9

【
目

標
】

　
学

校
給

食
の

普
及

充
実

及
び

安
全

な
学

校
給

食
の

実
施

を
図

る
た

め
、

公
立

の
義

務
教

育
諸

学
校

及
び

沖
縄

県
の

夜
間

定
時

制
高

等
学

校
に

お
け

る
学

校
給

食
施

設
を

整
備

す
る

。

【
定

量
的

指
標

】
①

学
校

給
食

施
設

の
改

築
（

4
施

設
）

　
学

校
給

食
施

設
の

新
増

築
（

2
施

設
）

②
教

育
環

境
改

善
率

　
対

象
施

設
の

配
食

校
に

係
る

児
童

生
徒

数
/
県

内
小

中
学

校
児

童
・

生
徒

数
　

（
1
3
,
1
8
9
人

／
1
4
6
,
8
4
0
人

）

R
4

－
[
R
4
]

C
-
1
6
の

N
o
.
7
1
～

7
2

C
-
1
7
の

N
o
.
7
3
～

7
6

繰
越

繰

Ｃ （ 学 校 施 設 ）

C
-
8

【
目

標
】

　
公

立
幼

稚
園

に
お

け
る

教
室

の
不

足
を

解
消

す
る

た
め

の
園

舎
の

新
築

又
は

増
築

に
よ

り
教

育
の

円
滑

な
実

施
を

確
保

す
る

。

【
定

量
的

指
標

】
①

幼
稚

園
の

園
舎

の
新

増
築

（
1
園

）
②

教
育

環
境

改
善

率
　

対
象

事
業

箇
所

の
園

児
数

／
県

内
幼

稚
園

園
児

数
　

（
1
5
人

／
8
,
9
4
0
人

）

R
4

－
[
R
4
]

C
-
1
3
の

N
o
.
7
0

繰
越

繰

Ｃ （ 学 校 施 設 ）

C
-
1
0

【
目

標
】

　
学

校
教

育
活

動
の

円
滑

な
実

施
及

び
ス

ポ
ー

ツ
振

興
の

た
め

、
義

務
教

育
諸

学
校

に
係

る
体

育
諸

施
設

の
整

備
促

進
を

図
る

。

【
定

量
的

指
標

】
①

水
泳

プ
ー

ル
新

改
築

事
業

（
1
0
校

）
　

中
学

校
武

道
場

新
改

築
事

業
（

2
校

）
②

教
育

環
境

改
善

率
　

対
象

施
設

に
係

る
児

童
・

生
徒

数
／

県
内

小
中

学
校

児
童

・
生

徒
数

　
（

6
,
0
1
2
人

／
1
4
6
,
8
4
0
人

）

R
4

－

[
R
4
]

C
-
1
8
の

N
o
.
7
7
～

8
2
、

8
4
～

8
6
、

1
0
2

C
-
1
9
の

N
o
.
8
7
～

8
8

繰
越

２
校

が
繰
越

１
園

は
繰
越

５
施

設
は
繰

越

プ
ー

ル
７

校
は

繰

越
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令
和

4
年
度
沖
縄
振
興
公
共
投
資
交
付
金
に
係
る
成
果
目
標
に
お
け
る
達
成
状
況
（
令
和
４
年
度
達
成
予
定
年
度
分
）

番
号

達
成

予
定

年
度

中
間

評
価

年
度

対
応

事
業

目
標

値
達

成
値

（
個

別
）

達
成

状
況

（
総

合
）

達
成

状
況

評
価

基
準

分
野

成
果

目
標

防
災

機
能

の
強

化
小

中
学

校
８

校

防
災

機
能

の
強

化
小

中
学

校
７

校
達

成
率

－
％

教
育

環
境

改
善

率
小

中
学

校
3
,
5
4
0
人

／
1
4
6
,
8
4
0
人

教
育

環
境

改
善

率
小

中
学

校
-
　

人
／

1
4
6
,
8
4
0
人

達
成

率
－

％

高
等

学
校

の
改

築
６

校
高

等
学

校
の

改
築

４
校

達
成

率
－

％

危
険

建
物

の
安

全
率

高
等

学
校

4
,
0
5
6
人

／
4
4
,
1
6
3
人

危
険

建
物

の
安

全
率

高
等

学
校

-
　

人
／

4
4
,
1
6
3
人

達
成

率
－

％

県
立

学
校

の
大

規
模

改
造

（
質

的
整

備
）

４
校

県
立

学
校

の
大

規
模

改
造

（
質

的
整

備
）

４
校

達
成

率
1
0
0
％

教
育

環
境

改
善

率
特

別
支

援
学

校
5
6
9
人

／
3
,
1
8
8
人

教
育

環
境

改
善

率
特

別
支

援
学

校
5
6
9
人

／
3
,
1
8
8
人

達
成

率
1
0
0
％

特
別

支
援

学
校

の
新

増
築

１
校

特
別

支
援

学
校

の
新

増
築

１
校

達
成

率
1
0
0
％

教
育

環
境

改
善

率
特

別
支

援
学

校
5
8
人

／
3
,
1
8
8
人

教
育

環
境

改
善

率
特

別
支

援
学

校
5
8
人

／
3
,
1
8
8
人

達
成

率
1
0
0
％

C
-
1
1

【
目

標
】

　
学

校
施

設
に

つ
い

て
、

発
災

時
に

お
け

る
児

童
生

徒
の

た
め

の
応

急
避

難
場

所
と

し
て

の
必

要
な

機
能

が
発

揮
で

き
る

よ
う

、
防

災
機

能
の

強
化

を
図

る
。

【
定

量
的

指
標

】
①

市
町

村
立

小
中

学
校

の
防

災
機

能
の

強
化

に
関

す
る

事
業

（
8
校

）
②

教
育

環
境

改
善

率
　

対
象

施
設

に
係

る
児

童
・

生
徒

数
／

県
内

小
中

学
校

児
童

・
生

徒
数

　
（

3
,
5
4
0
人

／
1
4
6
,
8
4
0
人

）

R
4

－
[
R
4
]

C
-
2
1
の

N
o
.
8
9
～

9
6

繰
越

繰

Ｃ （ 学 校 施 設 ）

繰

Ｃ （ 学 校 施 設 ）

C
-
1
3

【
目

標
】

　
経

年
に

よ
る

学
校

建
物

の
損

耗
等

に
対

す
る

復
旧

措
置

及
び

建
物

の
用

途
変

更
に

伴
う

改
築

等
を

行
う

こ
と

に
よ

り
教

育
環

境
の

改
善

を
図

り
、

も
っ

て
学

校
教

育
の

円
滑

な
実

施
及

び
建

物
の

耐
久

性
確

保
を

図
る

。

【
定

量
的

指
標

】
①

県
立

学
校

の
大

規
模

改
造

事
業

（
質

的
整

備
）

（
4
校

）
②

教
育

環
境

改
善

率
　

対
象

事
業

箇
所

の
生

徒
数

／
県

立
特

別
支

援
学

校
生

徒
数

　
（

5
6
9
人

／
3
,
1
8
8
人

）

R
4

－

[
R
3
]

C
-
5
の

N
o
.
2
5
～

3
0

[
R
4
]

C
-
5
の

N
o
.
2
5
～

3
0
,
3
5
～

3
6

達
成

◎

Ｃ （ 学 校 施 設 ）

C
-
1
2

【
目

標
】

　
構

造
上

危
険

な
状

態
に

あ
る

県
立

学
校

の
校

舎
を

改
築

し
児

童
生

徒
等

の
安

全
を

守
り

、
安

心
で

豊
か

な
教

育
環

境
を

整
備

す
る

。

【
定

量
的

指
標

】
①

県
立

学
校

の
構

造
上

危
険

な
状

態
に

あ
る

建
物

の
改

築
（

6
校

）
②

危
険

建
物

の
安

全
率

　
対

象
事

業
箇

所
の

生
徒

数
／

県
立

学
校

生
徒

数
　

（
4
,
0
5
6
人

／
4
4
,
1
6
3
人

）

R
4

－

[
R
3
]

C
-
1
の

N
o
.
3
～

6

[
R
4
]

C
-
1
の

N
o
.
1
～

6

繰
越

◎

Ｃ （ 学 校 施 設 ）

C
-
1
5

【
目

標
】

　
特

別
支

援
学

校
に

お
け

る
教

室
の

不
足

を
解

消
す

る
た

め
の

校
舎

の
新

築
又

は
増

築
に

よ
り

教
育

の
円

滑
な

実
施

を
確

保
す

る
。

【
定

量
的

指
標

】
①

特
別

支
援

学
校

の
建

物
の

新
増

築
（

1
校

）
②

教
育

環
境

改
善

率
　

対
象

事
業

箇
所

の
予

定
生

徒
数

／
県

立
特

別
支

援
学

校
生

徒
数

　
（

5
8
人

／
3
,
1
8
8
人

）

R
4

－

[
R
3
]

C
-
1
1
の

N
o
.
4
4

[
R
4
]

C
-
1
0
の

N
o
.
6
9

達
成

２
校

は
繰

越

１
校

は
繰

越
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令
和

4
年
度
沖
縄
振
興
公
共
投
資
交
付
金
に
係
る
成
果
目
標
に
お
け
る
達
成
状
況
（
令
和
４
年
度
達
成
予
定
年
度
分
）

番
号

達
成

予
定

年
度

中
間

評
価

年
度

対
応

事
業

目
標

値
達

成
値

（
個

別
）

達
成

状
況

（
総

合
）

達
成

状
況

評
価

基
準

分
野

成
果

目
標

県
立

学
校

の
大

規
模

改
造

（
質

的
整

備
）

１
校

県
立

学
校

の
大

規
模

改
造

（
質

的
整

備
）

０
校

達
成

率
－

％

教
育

環
境

改
善

率
県

立
学

校
1
,
0
7
9
人

／
4
1
,
4
6
2
人

教
育

環
境

改
善

率
県

立
学

校
-
　

人
／

4
1
,
4
6
2
人

達
成

率
－

％

県
立

学
校

の
大

規
模

改
造

（
質

的
整

備
）

１
校

県
立

学
校

の
大

規
模

改
造

（
質

的
整

備
）

０
校

達
成

率
－

％

教
育

環
境

改
善

率
特

別
支

援
学

校
6
5
人

／
2
,
4
3
4
人

教
育

環
境

改
善

率
特

別
支

援
学

校
-
　

人
／

2
,
4
3
4
人

達
成

率
－

％

D
3
-
2

R
4

－
[
R
4
]

D
3
の

N
o
.
3

地
域
災
害
拠
点
病
院
の

非
常
用
発
電
設
備
整
備

１
箇
所

地
域
災
害
拠
点
病
院
の

非
常
用
発
電
設
備
整
備

0
箇
所

達
成

率
－

％
繰
越

繰

Ｄ ３ （ 医 療 施 設 ）

地
域

災
害

拠
点

病
院

の
備

蓄
倉

庫
整

備
１

箇
所

地
域

災
害

拠
点

病
院

の
備

蓄
倉

庫
整

備
１

箇
所

達
成

率
－

％

地
域
災
害
拠
点
病
院
の

非
常
用
発
電
設
備
整
備

１
箇
所

地
域
災
害
拠
点
病
院
の

非
常
用
発
電
設
備
整
備

0
箇
所

達
成

率
－

％

C
-
5

(
R
4
補

正
)

【
目

標
】

　
経

年
に

よ
る

学
校

建
物

の
損

耗
等

に
対

す
る

復
旧

措
置

及
び

建
物

の
用

途
変

更
に

伴
う

改
築

等
を

行
う

こ
と

に
よ

り
教

育
環

境
の

改
善

を
図

り
、

も
っ

て
学

校
教

育
の

円
滑

な
実

施
及

び
建

物
の

耐
久

性
確

保
を

図
る

。

【
定

量
的

指
標

】
①

県
立

学
校

の
大

規
模

改
造

事
業

（
質

的
整

備
）

（
1
校

）
②

教
育

環
境

改
善

率
　

対
象

事
業

箇
所

の
生

徒
数

／
県

立
特

別
支

援
学

校
生

徒
数

　
（

6
5
人

／
2
,
4
3
4
人

）

R
4

－

D
3
-
4

（
R
3
）

【
目

標
】

　
災

害
医

療
支

援
機

能
を

有
す

る
地

域
災

害
拠

点
病

院
の

施
設

整
備

を
促

進
し

、
災

害
時

の
医

療
提

供
体

制
の

確
保

を
図

る
。

　 【
定

量
的

指
標

】
　

①
地

域
災

害
拠

点
病

院
の

備
蓄

倉
庫

整
備

　
１

箇
所

　
②

地
域

災
害

拠
点

病
院

の
非

常
用

発
電

設
備

整
備

　
１

箇
所

R
4

－
[
R
3
]

D
3
の

N
o
.
5
～

6
繰
越

繰

Ｄ ３ （ 医 療 施 設 ）

C
-
5

(
R
4
補

正
)

【
目

標
】

　
経

年
に

よ
る

学
校

建
物

の
損

耗
等

に
対

す
る

復
旧

措
置

及
び

建
物

の
用

途
変

更
に

伴
う

改
築

等
を

行
う

こ
と

に
よ

り
教

育
環

境
の

改
善

を
図

り
、

も
っ

て
学

校
教

育
の

円
滑

な
実

施
及

び
建

物
の

耐
久

性
確

保
を

図
る

。

【
定

量
的

指
標

】
①

県
立

学
校

の
大

規
模

改
造

事
業

（
質

的
整

備
）

（
1
校

）
②

教
育

環
境

改
善

率
　

対
象

事
業

箇
所

の
生

徒
数

／
県

立
高

等
学

校
生

徒
数

　
（

1
,
0
7
9
人

／
4
1
,
4
6
2
人

）

R
4

－

[
R
4
補

正
]

C
-
5
の

N
o
.
3
～

5
繰
越

繰

Ｃ （ 学 校 施 設 ）

[
R
4
補

正
]

C
-
5
の

N
o
.
1
～

2

【
目

標
】

　
災

害
医

療
支

援
機

能
を

有
す

る
地

域
災

害
拠

点
病

院
の

施
設

整
備

を
促

進
し

、
災

害
時

の
医

療
提

供
体

制
の

確
保

を
図

る
。

【
定

量
的

指
標

】
　

地
域

災
害

拠
点

病
院

の
非

常
用

発
電

設
備

整
備

　
１

箇
所

繰
越

繰

Ｃ （ 学 校 施 設 ）
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令
和

4
年
度
沖
縄
振
興
公
共
投
資
交
付
金
に
係
る
成
果
目
標
に
お
け
る
達
成
状
況
（
令
和
４
年
度
達
成
予
定
年
度
分
）

番
号

達
成

予
定

年
度

中
間

評
価

年
度

対
応

事
業

目
標

値
達

成
値

（
個

別
）

達
成

状
況

（
総

合
）

達
成

状
況

評
価

基
準

分
野

成
果

目
標

防
護

面
積

　
2
8
.
7
h
a
、

防
護

人
口

　
7
8
1
人

（
屋

我
地

地
区

）

防
護

面
積

　
2
8
.
7
h
a
、

防
護

人
口

　
7
8
1
人

（
屋

我
地

地
区

）

達
成

率
－

％

防
護

面
積

　
5
.
6
1
h
a
、

防
護

人
口

　
1
1
6
人

（
伊

是
名

地
区

）

防
護

面
積

　
－

h
a
、

防
護

人
口

　
－

人
（

伊
是

名
地

区
）

達
成

率
－

％

防
護

面
積

　
2
8
.
7
h
a
、

防
護

人
口

　
7
8
1
人

（
屋

我
地

地
区

）

防
護

面
積

　
2
8
.
7
h
a
、

防
護

人
口

　
7
8
1
人

（
屋

我
地

地
区

）

達
成

率
－

％

防
護

面
積

　
5
.
6
1
h
a
、

防
護

人
口

　
1
1
6
人

（
伊

是
名

地
区

）

防
護

面
積

　
－

h
a
、

防
護

人
口

　
－

人
（

伊
是

名
地

区
）

達
成

率
－

％

E
3
-
1

R
4

-
[
R
4
]

E
3
の

N
o
.
1

低
温

管
理

施
設

整
備

率
2
7
％

低
温

管
理

施
設

整
備

率
2
7
％

達
成

率
1
0
0
％

達
成

◎

Ｅ ３ （ 農 業 ・ 食 品 産 業 強 化 対 策 ）

【
目

標
】

　
中

央
卸

売
市

場
青

果
卸

売
場

に
お

い
て

、
衛

生
管

理
や

品
質

保
持

の
機

能
を

強
化

し
、

衛
生

状
態

を
良

好
に

維
持

し
て

食
品

安
全

上
の

リ
ス

ク
を

回
避

す
る

と
と

も
に

、
青

果
物

の
鮮

度
を

保
持

し
て

高
品

質
化

を
図

る
た

め
、

低
温

管
理

施
設

を
整

備
す

る
。

【
定

量
的

指
標

】
　

低
温

管
理

部
分

を
4
0
1
.
9
5
㎡

拡
張

す
る

こ
と

に
よ

り
、

低
温

管
理

施
設

整
備

率
を

現
在

の
約

1
9
.
5
％

か
ら

約
2
6
.
7
％

に
向

上
さ

せ
、

卸
売

場
面

積
が

同
規

模
の

他
市

場
の

平
均

約
2
8
.
3
％

と
同

程
度

を
実

現
す

る
。

R
4

繰
越

繰

Ｅ １ （ 農 業 農 村 整 備 ）

E
-
1
1

(
R
4
補

正
)

【
目

標
】

　
高

潮
・

波
浪

等
に

よ
る

被
害

か
ら

海
岸

を
防

護
し

，
も

っ
て

国
土

の
保

全
を

図
る

。
【

定
量

的
指

標
】

R
4
完

了
・

防
護

面
積

　
2
8
.
7
h
a
 
，

防
護

人
口

　
7
8
1
人

（
屋

我
地

地
区

）
・

防
護

面
積

　
5
.
6
1
h
a
 
，

防
護

人
口

　
1
1
6
人

（
伊

是
名

地
区

）

R
4

R
1

[
R
4
]

E
1
の

N
o
.
7
3
,
7
6

[
R
4
補

正
]

E
1
の

N
o
.
5

繰
越

繰

Ｅ １ （ 農 業 農 村 整 備 ）

E
-
1
1

【
目

標
】

　
高

潮
・

波
浪

等
に

よ
る

被
害

か
ら

海
岸

を
防

護
し

，
も

っ
て

国
土

の
保

全
を

図
る

。

【
定

量
的

指
標

】
R
4
完

了
・

防
護

面
積

　
2
8
.
7
h
a
 
，

防
護

人
口

　
7
8
1
人

（
屋

我
地

地
区

）
・

防
護

面
積

　
5
.
6
1
h
a
 
，

防
護

人
口

　
1
1
6
人

（
伊

是
名

地
区

）
R
1

[
R
3
]

E
1
の

N
o
.
7
9
,
8
2

[
R
4
]

E
1
の

N
o
.
7
3
,
7
6
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令
和

4
年
度
沖
縄
振
興
公
共
投
資
交
付
金
に
係
る
成
果
目
標
に
お
け
る
達
成
状
況
（
令
和
４
年
度
達
成
予
定
年
度
分
）

番
号

達
成

予
定

年
度

中
間

評
価

年
度

対
応

事
業

目
標

値
達

成
値

（
個

別
）

達
成

状
況

（
総

合
）

達
成

状
況

評
価

基
準

分
野

成
果

目
標

G
-
2
5

R
4

-

[
R
3
]

G
の

N
o
.
2
8
0

[
R
4
]

G
の

N
o
.
1
4
7

公
園

施
設

の
改

築
・

更
新

６
公

園

公
園

施
設

の
改

築
・

更
新

６
公

園

達
成

率
1
0
0
％

達
成

◎

Ｇ （ 都 市 公 園 ）

G
-
3
1

R
4

-
[
R
4
]

G
の

N
o
.
1
8
0

川
平

風
致

公
園

供
用

開
始

面
積

2
.
5
h
a

川
平

風
致

公
園

供
用

開
始

面
積

2
.
2
9
h
a

達
成

率
9
2
％

概
ね
達

成
○

Ｇ （ 都 市 公 園 ）

G
-
4
3

（
R
3
）

R
4

H
2
9

[
R
2
]

G
の

N
o
.
3
1
9

[
R
3
]

G
の

N
o
.
3
1
2

公
園

施
設

の
改

築
・

更
新

1
6
公

園

公
園

施
設

の
改

築
・

更
新

1
7
公

園

達
成

率
1
0
6
％

達
成

◎

Ｇ （ 都 市 公 園 ）

G
-
4
7

（
R
3
）

R
4

－

[
R
2
]

G
の

N
o
.
3
5
3

[
R
3
]

G
の

N
o
.
3
4
1

公
園

施
設

の
改

築
・

更
新

７
公

園

公
園

施
設

の
改

築
・

更
新

０
公

園

達
成

率
0
％

未
達

成
未

Ｇ （ 都 市 公 園 ）

【
目

標
】

　
豊

見
城

市
公

園
長

寿
命

化
計

画
に

お
い

て
、

改
築

・
更

新
が

必
要

と
判

断
し

た
公

園
施

設
や

、
有

資
格

者
に

よ
る

定
期

点
検

に
お

い
て

、
緊

急
を

要
す

る
公

園
施

設
の

改
築

・
更

新
を

推
進

す
る

こ
と

で
、

公
園

利
用

者
の

利
便

性
及

び
安

全
性

の
向

上
を

図
る

。

【
定

量
的

指
標

】
　

令
和

4
年

度
ま

で
に

、
都

市
公

園
2
8
公

園
の

う
ち

1
6
公

園
の

遊
具

等
を

更
新

し
、

利
用

者
の

安
全

・
安

心
を

確
保

す
る

。
　

施
設

の
改

築
・

更
新

を
行

っ
た

公
園

数
：

　
現

況
値

(
H
2
6
末

)
9
箇

所
⇒

中
間

(
H
2
9
末

)
 
1
2
箇

所
⇒

最
終

(
R
4
末

)
 
1
6
箇

所

【
目

標
】

　
宮

古
島

市
都

市
公

園
施

設
長

寿
命

化
策

定
計

画
に

基
づ

き
、

都
市

公
園

の
適

正
な

管
理

に
よ

る
公

園
利

用
者

の
安

全
・

安
心

の
確

保
を

図
る

た
め

、
公

園
施

設
の

改
築

・
更

新
を

行
う

。

【
定

量
的

指
標

】
　

宮
古

島
市

の
長

寿
命

化
計

画
が

策
定

さ
れ

て
い

る
公

園
の

内
、

７
公

園
の

改
築

・
更

新
（

R
4
末

）
を

行
う

。
　

現
況

（
H
2
9
末

）
０

公
園

　
⇒

　
中

間
（

R
2
末

）
３

公
園

　
⇒

　
最

終
（

R
4
末

）
７

公
園

【
目

標
】

　
那

覇
市

公
園

施
設

長
寿

命
化

計
画

に
基

づ
き

、
公

園
施

設
の

改
築

・
更

新
を

計
画

的
に

実
施

し
、

公
園

利
用

者
の

安
心

・
安

全
の

確
保

に
努

め
る

。

【
定

量
的

指
標

】
　

那
覇

市
公

園
施

設
長

寿
命

化
計

画
が

策
定

さ
れ

て
い

る
公

園
施

設
の

う
ち

、
6
公

園
の

撤
去

及
び

更
新

を
行

う
。

　
現

況
値

（
R
1
末

）
0
公

園
　

→
　

最
終

目
標

値
（

R
4
末

）
6
公

園

【
目

標
】

　
石

垣
島

を
代

表
す

る
観

光
拠

点
と

し
て

、
既

存
公

園
の

整
備

及
び

バ
リ

ア
フ

リ
ー

化
改

築
等

を
行

い
、

都
市

公
園

利
用

者
で

あ
る

市
民

や
観

光
客

の
利

便
性

及
び

安
全

性
の

向
上

を
図

り
、

名
勝

「
川

平
湾

」
と

の
調

和
の

と
れ

た
公

園
整

備
を

目
指

す
。

【
定

量
的

指
標

】
川

平
風

致
公

園
に

お
け

る
供

用
開

始
面

積
:
現

況
値

（
R
3
末

）
2
.
3
h
a
→

最
終

目
標

値
(
R
4
末

)
2
.
5
h
a
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令
和

4
年
度
沖
縄
振
興
公
共
投
資
交
付
金
に
係
る
成
果
目
標
に
お
け
る
達
成
状
況
（
令
和
４
年
度
中
間
評
価
年
度
分
）

番
号

達
成

予
定

年
度

中
間

評
価

年
度

対
応

事
業

目
標

値
達

成
値

（
個

別
）

達
成

状
況

（
総

合
）

達
成

状
況

評
価

基
準

分
野

E
1
-
8

R
9

R
4

[
R
3
]

E
1
の

N
o
.
7
1
,
8
0

[
R
4
]

E
1
の

N
o
.
6
6
,
7
4

漁
港

の
防

波
堤

等
の

整
備

量

（
中

間
）

防
波

堤
の

整
備

　
新

設
・

改
良

　
　

L
=
1
5
0
m

航
路

・
泊

地
の

浚
渫

　
　

　
　

　
　

　
　

A
=
0
㎡

物
揚

場
の

整
備

　
新

設
　

　
　

　
　

　
　

　
L
=
0
m

（
最

終
）

防
波

堤
の

整
備

　
新

設
・

改
良

　
 
L
=
1
5
0
m

航
路

・
泊

地
の

浚
渫

　
　

　
　

　
　

A
=
3
,
4
2
0
㎡

物
揚

場
の

整
備

　
新

設
　

　
　

 
　

L
=
2
0
m

漁
港

の
防

波
堤

等
の

整
備

量

（
中

間
）

防
波

堤
の

整
備

　
新

設
・

改
良

 
 
L
=
1
7
.
5
m

航
路

・
泊

地
の

浚
渫

　
　

　
　

　
　

　
　

A
=
0
㎡

物
揚

場
の

整
備

　
新

設
　

　
　

　
　

　
　

　
L
=
0
m

（
最

終
）

防
波

堤
の

整
備

　
新

設
・

改
良

　
 
L
=
-
m

航
路

・
泊

地
の

浚
渫

　
　

　
　

　
　

 
 
 
A
=
-
㎡

物
揚

場
の

整
備

　
新

設
　

　
　

 
　

L
=
-
m

達
成

率
1
2
％

未
達

成
未

Ｅ １ （ 水 産 基 盤 整 備 ）

土
砂

災
害

対
策

着
手

人
家

数
（

中
間

）
 
約

8
,
0
0
0
戸

（
最

終
）

 
約

8
,
0
0
0
戸

 
 
土

砂
災

害
対

策
着

手
 
 
 
 
 
 
 
人

家
数

 
（

中
間

）
 
約

8
,
0
0
0
戸

 
（

最
終

）
 
 
 
 
 
-
　

戸

達
成

率
1
0
0
％

土
砂

災
害

対
策

着
手

要
配

慮
者

利
用

施
設

数
（

中
間

）
 
4
3
施

設
（

最
終

）
 
4
3
施

設

 
　

土
砂

災
害

対
策

着
手

　
要

配
慮

者
利

用
施

設
数

 
　

（
中

間
）

 
4
3
施

設
 
　

（
最

終
）

 
 
-
施

設

達
成

率
1
0
0
％

G
-
1
7

（
R
3
）

R
6

R
4

[
R
2
]

G
の

N
o
.
2
3
5
,
2
3
6
,
2
4
0
～

2
4
3

[
R
3
]

G
の

N
o
.
2
2
8
,
2
2
9
,
2
3
3
～

2
3
5

整
備

河
川

の
整

備
率

6
6
.
9
％

整
備

河
川

の
整

備
率

6
6
.
7
％

達
成

率
9
9
％

概
ね

達
成

○

Ｇ ( 治 水 ）Ｇ ( 治 水 ）

達
成

◎

成
果

目
標

【
目

標
】

　
水

産
物

の
生

産
及

び
流

通
機

能
の

強
化

を
図

る
た

め
、

漁
港

の
整

備
を

行
う

。
（

辺
土

名
地

区
）

【
定

量
的

指
標

】
令

和
９

年
度

・
防

波
堤

の
整

備
　

新
設

・
改

良
　

L
=
1
5
0
m

・
航

路
・

泊
地

の
浚

渫
　

A
=
3
,
4
2
0
㎡

・
物

揚
場

の
整

備
　

新
設

　
L
=
2
0
m

令
和

４
年

度
・

防
波

堤
の

整
備

　
新

設
・

改
良

　
L
=
1
5
0
m

・
航

路
・

泊
地

の
浚

渫
　

A
=
0
㎡

・
物

揚
場

の
整

備
　

新
設

　
L
=
0
m

【
目

標
】

　
沖

縄
県

は
台

風
常

襲
地

帯
で

あ
る

こ
と

に
加

え
、

地
球

温
暖

化
の

気
候

変
動

に
伴

う
集

中
豪

雨
な

ど
災

害
の

危
険

度
が

高
い

こ
と

か
ら

、
県

民
の

生
命

及
び

財
産

を
守

り
、

あ
わ

せ
て

沖
縄

振
興

の
た

め
の

社
会

資
本

を
保

全
す

る
必

要
が

あ
る

。
災

害
の

未
然

防
止

の
た

め
土

砂
災

害
対

策
を

推
進

す
る

こ
と

に
よ

り
、

災
害

に
強

い
県

土
を

つ
く

る
と

と
も

に
、

安
全

安
心

な
生

活
環

境
の

確
保

を
図

る
。

【
定

量
的

指
標

】
①

土
砂

災
害

の
お

そ
れ

の
あ

る
人

家
約

4
0
0
戸

を
保

全
す

る
た

め
土

砂
災

害
対

策
を

推
進

す
る

。
（

前
計

画
か

ら
の

継
続

事
業

を
含

め
約

2
0
0
戸

の
土

砂
災

害
対

策
を

完
了

さ
せ

る
）

②
土

砂
災

害
の

お
そ

れ
の

あ
る

災
害

時
要

配
慮

者
利

用
施

設
の

保
全

に
つ

い
て

2
施

設
の

土
砂

災
害

対
策

を
推

進
す

る
。

（
前

計
画

か
ら

の
継

続
事

業
で

あ
る

2
施

設
を

含
め

3
施

設
の

土
砂

災
害

対
策

を
完

了
さ

せ
る

）

（
土

砂
災

害
対

策
着

手
人

家
数

・
土

砂
災

害
対

策
着

手
要

配
慮

者
利

用
施

設
数

）
　

・
現

況
値

（
R
1
)
　

　
 
：

約
7
,
6
0
0
戸

･
4
1
施

設
　

・
中

間
目

標
値

（
R
4
）

：
約

8
,
0
0
0
戸

･
4
3
施

設
　

・
最

終
目

標
値

（
R
6
）

：
約

8
,
0
0
0
戸

･
4
3
施

設

R
6

【
目

標
】

　
集

中
豪

雨
の

多
発

に
よ

る
洪

水
や

都
市

化
の

進
展

に
伴

う
被

害
リ

ス
ク

の
増

大
に

対
し

、
迅

速
な

情
報

提
供

や
総

合
的

な
浸

水
対

策
を

実
施

す
る

こ
と

に
よ

り
県

民
が

安
全

・
安

心
に

暮
ら

せ
る

生
活

の
確

保
を

図
る

。

【
定

量
的

指
標

】
　

整
備

河
川

に
お

け
る

整
備

の
進

捗
状

況
　

Σ
｛

各
河

川
整

備
延

長
(
k
m
)
÷

各
河

川
事

業
費

(
円

)
×

各
河

川
当

該
年

度
の

事
業

費
(
円

)
｝

　
整

備
河

川
に

お
け

る
整

備
率

を
6
1
.
1
%
（

R
1
末

）
か

ら
7
0
.
7
%
(
R
6
末

)
に

増

R
4

[
R
3
]

G
の

N
o
.
2
3
1
,
2
3
2
,
2
3
6

[
R
4
]

G
の

N
o
.
1
0
0
,
1
0
1
,
1
0
5

G
-
1
4
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令
和

4
年
度
沖
縄
振
興
公
共
投
資
交
付
金
に
係
る
成
果
目
標
に
お
け
る
達
成
状
況
（
令
和
４
年
度
中
間
評
価
年
度
分
）

番
号

達
成

予
定

年
度

中
間

評
価

年
度

対
応

事
業

目
標

値
達

成
値

（
個

別
）

達
成

状
況

（
総

合
）

達
成

状
況

評
価

基
準

分
野

成
果

目
標

G
-
1
8

R
6

R
4

[
R
3
]

G
の

N
o
.
2
4
3
～

2
4
7
,
2
7
2
,
2
9
1
,
2
9
7
,
3
0
1
,
3
1
0
,

3
1
1
,
3
1
4
,
3
2
1
,
3
3
8
,
3
3
9
,
3
4
4
,

3
4
8
,
3
4
9
,
3
5
3
,
3
6
1
,
3
6
6
,
3
7
4
,

3
7
6
,
3
8
3
～

3
8
5
,
3
8
9
,
3
9
6
,
4
0
5
,
4
0
7
,
4
1
9
,

4
2
0
,
4
3
1
,
4
3
3
,
4
3
7
,
4
4
0
～

4
4
3
,
4
5
2
,
4
5
3
,
4
5
8
,
4
5
9
,
4
6
5
,

4
6
7
,
4
6
9
,
4
7
0
,
4
7
2
,
4
8
4
,
4
9
0

～
4
9
2

[
R
4
]

G
の

N
o
.
1
1
0
～

1
1
8
,
1
3
9
,
1
5
7
,
1
6
2
,
1
6
6
,
1
7
5
,

1
7
6
,
1
7
7
,
1
7
8
,
1
7
9
,
1
8
4
,
1
8
9
,

2
0
4
,
2
1
3
,
2
1
4
,
2
1
7
,
2
2
4
,
2
2
7
,

2
3
6
,
2
3
8
,
2
4
5
,
2
4
6
,
2
4
7
,
2
5
1
,

2
6
0
,
2
6
1
,
2
7
0
,
2
7
1
,
2
7
9
,
2
8
8
,

2
8
9
,
2
9
5
,
2
9
9
,
3
0
0
,
3
0
3
,
3
0
4
,

3
1
3
,
3
1
5
,
3
2
0
,
3
2
1
,
3
2
6
,
3
2
9
,

3
3
1
,
3
3
3
,
3
4
5
,
3
4
6
,
3
5
3

下
水

道
処

理
人

口
普

及
率

（
%
）

(
中

間
)
 
7
7
.
2
%

(
最

終
)
 
7
9
.
0
%

下
水

道
処

理
人

口
普

及
率

（
%
）

(
中

間
)
 
7
2
.
4
%

（
最

終
）

-
 
 
%
-

達
成

率
9
4
％

概
ね

達
成

○

Ｇ （ 下 水 道 ）

G
-
1
9

R
6

R
4

[
R
4
]

G
の

N
o
.
1
1
0
～

1
1
8
,
1
3
9
,
1
5
7
,
1
6
2
,
1
6
6
,
1
7
5
,

1
7
6
,
1
7
7
,
1
7
8
,
1
7
9
,
1
8
4
,
1
8
9
,

2
0
4
,
2
1
3
,
2
1
4
,
2
1
7
,
2
2
4
,
2
2
7
,

2
3
6
,
2
3
8
,
2
4
5
,
2
4
6
,
2
4
7
,
2
5
1
,

2
6
0
,
2
6
1
,
2
7
0
,
2
7
1
,
2
7
9
,
2
8
8
,

2
8
9
,
2
9
5
,
2
9
9
,
3
0
0
,
3
0
3
,
3
0
4
,

3
1
3
,
3
1
5
,
3
2
0
,
3
2
1
,
3
2
6
,
3
2
9
,

3
3
1
,
3
3
3
,
3
4
5
,
3
4
6
,
3
5
3

汚
水

量
（

㎥
）

(
中

間
)
 
 
9
7
,
0
5
0
,
0
0
0
㎥

(
最

終
)
 
 
9
7
,
4
5
0
,
0
0
0
㎥

汚
水

量
（

㎥
）

(
中

間
)
 
 
9
6
,
9
1
0
,
0
0
0
㎥

(
最

終
)
 
 
 
　

　
-
 
　

 
㎥

達
成

率
9
9
％

概
ね

達
成

○

Ｇ （ 下 水 道 ）

県
営

公
園

整
備

面
積

（
中

間
）

4
3
9
h
a

（
最

終
）

4
4
1
h
a

県
営

公
園

整
備

面
積

（
中

間
）

4
3
5
h
a

（
最

終
）

 
-
 
h
a

達
成

率
9
9
％

県
営

９
公

園
の

利
用

者
数

（
中

間
）

7
1
6
万

人
（

最
終

）
7
2
3
万

人

県
営

９
公

園
の

利
用

者
数

（
中

間
）

3
8
9
万

人
（

最
終

）
 
-
 
万

人

達
成

率
5
4
％

【
目

標
】

　
下

水
を

速
や

か
に

排
除

・
処

理
す

る
こ

と
に

よ
り

、
生

活
環

境
の

改
善

、
浸

水
の

防
除

、
海

や
河

川
等

の
公

共
用

水
域

の
水

質
汚

濁
を

防
止

す
る

な
ど

、
豊

か
な

自
然

環
境

の
保

全
・

再
生

に
大

き
く

寄
与

す
る

。
【

定
量

的
指

標
】

　
下

水
道

の
面

整
備

や
そ

れ
ら

に
伴

う
処

理
施

設
等

の
増

設
を

進
め

、
下

水
道

処
理

人
口

を
増

加
さ

せ
る

。
　

下
水

道
処

理
人

口
普

及
率

（
%
）

=
下

水
道

に
よ

っ
て

供
用

開
始

し
て

い
る

処
理

区
域

の
定

住
人

口
（

人
）

／
住

民
基

本
台

帳
に

記
載

さ
れ

た
人

員
（

人
）

×
1
0
0

　
現

況
値

(
H
3
0
)
 
7
2
.
0
%
　

中
間

目
標

値
(
R
4
)
 
7
7
.
2
%
　

最
終

目
標

値
(
R
6
)
 
7
9
.
0
%

【
目

標
】

　
下

水
を

速
や

か
に

排
除

・
処

理
す

る
こ

と
に

よ
り

、
生

活
環

境
の

改
善

、
浸

水
の

防
除

、
海

や
河

川
等

の
公

共
用

水
域

の
水

質
汚

濁
を

防
止

す
る

な
ど

、
豊

か
な

自
然

環
境

の
保

全
・

再
生

に
大

き
く

寄
与

す
る

。
【

定
量

的
指

標
】

幹
線

整
備

や
関

連
市

町
村

の
面

整
備

に
伴

う
汚

水
量

増
加

に
対

応
す

る
た

め
処

理
施

設
の

増
設

・
改

修
等

を
推

進
し

、
処

理
場

で
処

理
す

る
水

量
を

増
加

さ
せ

る
。

　
汚

水
量

（
㎥

）
=
下

水
処

理
場

で
処

理
し

た
汚

水
量

　
現

況
値

(
R
2
)
　

　
　

　
 
9
6
,
7
2
1
,
7
3
8
㎥

　
↓

　
中

間
目

標
値

(
R
4
)
　

　
 
9
7
,
0
5
0
,
0
0
0
㎥

　
↓

　
最

終
目

標
値

(
R
6
)
 
　

 
 
9
7
,
4
5
0
,
0
0
0
㎥

G
-
2
0

【
目

標
】

　
沖

縄
県

で
は

、
沖

縄
振

興
計

画
等

に
基

づ
い

て
自

然
・

歴
史

・
平

和
の

学
習

や
レ

ク
リ

エ
ー

シ
ョ

ン
需

要
を

満
た

す
と

と
も

に
、

災
害

時
の

避
難

場
所

と
も

な
る

県
営

都
市

公
園

の
整

備
を

図
っ

て
い

る
。

引
き

続
き

、
従

来
計

画
を

推
進

す
る

と
共

に
、

長
寿

・
健

康
福

祉
社

会
と

い
っ

た
社

会
情

勢
の

変
化

に
対

応
し

た
公

園
施

設
の

バ
リ

ア
フ

リ
ー

化
や

老
朽

化
施

設
の

再
整

備
等

、
利

用
者

が
よ

り
安

全
で

安
心

し
て

利
用

で
き

、
観

光
に

も
資

す
る

公
園

整
備

を
目

指
す

。

【
定

量
的

指
標

】
　

①
県

営
公

園
整

備
面

積
　

②
県

営
９

公
園

の
利

用
者

数

【
目

標
値

】
　

①
4
3
5
h
a
(
R
元

年
度

末
)
→

4
4
1
h
a
(
R
6
年

度
末

)
　

②
7
6
6
万

人
(
R
元

年
度

末
)
→

7
2
3
万

人
(
R
6
年

度
末

)

Ｇ （ 都 市 公 園 ）

R
6

R
4

[
R
3
]

G
の

N
o
.
2
4
8

[
R
4
]

G
の

N
o
.
1
1
9

一
部

達
成

△
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令
和

4
年
度
沖
縄
振
興
公
共
投
資
交
付
金
に
係
る
成
果
目
標
に
お
け
る
達
成
状
況
（
令
和
４
年
度
中
間
評
価
年
度
分
）

番
号

達
成

予
定

年
度

中
間

評
価

年
度

対
応

事
業

目
標

値
達

成
値

（
個

別
）

達
成

状
況

（
総

合
）

達
成

状
況

評
価

基
準

分
野

成
果

目
標

G
-
2
4

R
6

R
4

[
R
3
]

G
の

N
o
.
2
7
3
～

2
7
9

[
R
4
]

G
の

N
o
.
1
4
0
～

1
4
6

１
人

当
た

り
都

市
公

園
面

積

（
中

間
）

5
.
9
1
㎡

/
人

（
最

終
）

5
.
9
2
㎡

/
人

１
人

当
た

り
都

市
公

園
面

積

（
中

間
）

6
.
0
2
㎡

/
人

（
最

終
）

 
-
 
 
㎡

/
人

達
成

率
1
0
2
％

達
成

◎

Ｇ （ 都 市 公 園 ）

１
人

当
た

り
都

市
公

園
面

積

（
中

間
）

5
.
9
1
㎡

/
人

（
最

終
）

5
.
9
2
㎡

/
人

１
人

当
た

り
都

市
公

園
面

積

（
中

間
）

6
.
0
2
㎡

/
人

（
最

終
）

 
-
 
 
㎡

/
人

達
成

率
1
0
2
％

雨
水

浸
透

桝
設

置
数

（
中

間
）

 
6
基

（
最

終
）

1
0
基

雨
水

浸
透

桝
設

置
数

（
中

間
）

 
1
基

（
最

終
）

-
 
基

達
成

率
1
7
％

街
路

樹
の

更
新

（
中

間
）

 
3
本

（
最

終
）

1
0
本

街
路

樹
の

更
新

（
中

間
）

 
0
本

（
最

終
）

-
 
本

達
成

率
0
％

G
-
2
6

【
目

標
】

　
緑

地
環

境
事

業
と

し
て

都
市

公
園

の
整

備
を

行
い

、
一

人
あ

た
り

都
市

公
園

面
積

を
増

加
さ

せ
る

。
 
 
ま

た
、

都
市

公
園

整
備

に
あ

わ
せ

て
都

市
緑

化
施

設
を

拡
充

し
、

都
市

緑
化

の
推

進
を

図
る

。
　

あ
わ

せ
て

、
新

た
に

整
備

さ
れ

る
公

園
に

お
い

て
は

、
公

園
愛

護
会

の
設

立
を

促
し

、
市

民
参

加
型

の
み

ど
り

を
育

む
ま

ち
づ

く
り

の
推

進
を

図
る

。

【
定

量
的

指
標

】
　

那
覇

市
に

お
け

る
一

人
当

た
り

公
園

面
積

を
5
.
7
1
㎡

/
人

（
R
1
年

末
）

か
ら

5
.
9
2
㎡

/
人

（
R
6
年

度
末

）
に

増
加

。
　

地
下

水
涵

養
を

目
的

と
し

、
都

市
公

園
か

ら
排

出
す

る
雨

水
を

地
下

に
浸

透
さ

せ
る

雨
水

浸
透

枡
の

設
置

数
を

0
基

（
R
1
末

）
か

ら
1
0
基

（
R
6
年

末
）

に
増

加
。

　
都

市
公

園
周

辺
の

魅
力

創
出

を
図

る
こ

と
を

目
的

と
し

、
入

口
付

近
の

老
朽

化
し

た
街

路
樹

の
更

新
数

を
0
本

（
R
1
末

）
か

ら
1
0
本

（
R
6
末

）
に

増
加

。

　
一

人
あ

た
り

都
市

公
園

面
積

　
　

現
況

→
5
.
7
1
㎡

/
人

（
R
1
末

）
　

　
中

間
→

5
.
9
1
㎡

/
人

（
R
4
末

）
　

　
最

終
→

5
.
9
2
㎡

/
人

（
R
6
末

）

　
雨

水
浸

透
枡

の
設

置
数

　
　

現
況

→
0
基

（
R
1
末

）
　

　
中

間
→

6
基

（
R
4
末

）
　

　
最

終
→

1
0
基

（
R
6
末

）

　
街

路
樹

の
更

新
　

　
現

況
→

0
本

（
R
1
末

）
　

　
中

間
→

3
本

（
R
4
末

）
　

　
最

終
→

1
0
本

（
R
6
末

）

Ｇ （ 都 市 公 園 ）

△
一

部
達
成

R
6

R
4

[
R
3
]

G
の

N
o
.
2
8
1
～

2
8
6

[
R
4
]

G
の

N
o
.
1
4
8
～

1
5
4

【
目

標
】

　
都

市
公

園
整

備
事

業
の

推
進

を
図

る
こ

と
に

よ
り

、
良

好
な

地
域

環
境

の
形

成
、

自
然

環
境

の
保

全
、

災
害

時
に

お
け

る
緊

急
避

難
地

の
確

保
等

、
快

適
で

安
全

で
安

心
し

た
都

市
環

境
を

提
供

す
る

と
と

も
に

、
公

園
利

用
者

の
利

用
利

便
性

の
向

上
を

目
指

す
。

【
定

量
的

指
標

】
　

那
覇

市
に

お
け

る
一

人
当

た
り

公
園

面
積

を
5
.
7
1
㎡

/
人

（
R
1
年

末
）

か
ら

5
.
9
2
㎡

/
人

（
R
6
年

度
末

）
に

増
加

す
る

。

　
　

現
況

→
5
.
7
1
㎡

/
人

（
R
1
末

）
　

　
中

間
→

5
.
9
1
㎡

/
人

（
R
4
末

）
　

　
最

終
→

5
.
9
2
㎡

/
人

（
R
6
末

）
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令
和

4
年
度
沖
縄
振
興
公
共
投
資
交
付
金
に
係
る
成
果
目
標
に
お
け
る
達
成
状
況
（
令
和
４
年
度
中
間
評
価
年
度
分
）

番
号

達
成

予
定

年
度

中
間

評
価

年
度

対
応

事
業

目
標

値
達

成
値

（
個

別
）

達
成

状
況

（
総

合
）

達
成

状
況

評
価

基
準

分
野

成
果

目
標

G
-
3
3

R
6

R
4

[
R
3
]

G
の

N
o
.
3
2
2

　 [
R
4
]

G
の

N
o
.
1
9
0

１
人

当
た

り
都

市
公

園
面

積

（
中

間
）

5
.
6
1
㎡

/
人

（
最

終
）

5
.
7
0
㎡

/
人

１
人

当
た

り
都

市
公

園
面

積

（
中

間
）

5
.
5
5
㎡

/
人

（
最

終
）

 
-
 
 
㎡

/
人

達
成

率
9
9
％

概
ね

達
成

○

Ｇ （ 都 市 公 園 ）

G
-
3
7

R
6

R
4

[
R
3
]

G
の

N
o
.
3
6
2

[
R
4
]

G
の

N
o
.
2
2
5

１
人

当
た

り
都

市
公

園
面

積

（
中

間
）

9
.
0
6
㎡

/
人

（
最

終
）

9
.
2
3
㎡

/
人

１
人

当
た

り
都

市
公

園
面

積

（
中

間
）

9
.
0
7
㎡

/
人

（
最

終
）

 
-
 
 
㎡

/
人

達
成

率
1
0
0
％

達
成

◎

Ｇ （ 都 市 公 園 ）

G
-
3
8

R
6

R
4

[
R
3
]

G
の

N
o
.
3
6
3

[
R
4
]

G
の

N
o
.
2
2
6

改
築

・
更

新
施

設
数

（
中

間
）

1
公

園
1
施

設
（

最
終

）
2
公

園
5
施

設

改
築

・
更

新
施

設
数

（
中

間
）

1
公

園
1
施

設
（

最
終

）
-
公

園
-
施

設

達
成

率
1
0
0
％

達
成

◎

Ｇ （ 都 市 公 園 ）

【
目

標
】

　
浦

添
市

の
憩

い
の

拠
点

と
な

る
都

市
公

園
整

備
の

推
進

と
、

緑
の

骨
格

と
な

る
都

市
緑

地
の

保
全

・
活

用
を

図
る

と
と

も
に

、
土

地
区

画
整

理
事

業
区

域
内

の
都

市
公

園
整

備
を

推
進

す
る

。

【
定

量
的

指
標

】
　

一
人

当
た

り
都

市
公

園
面

積
を

5
.
5
2
㎡

（
R
1
末

）
か

ら
5
.
7
0
㎡

（
R
6
）

に
増

加

　
一

人
当

た
り

都
市

公
園

面
積

：
　

現
況

（
R
1
末

）
5
.
5
2
㎡

→
中

間
(
R
4
)
5
.
6
1
㎡

→
最

終
(
R
6
)
5
.
7
0
㎡

【
目

標
】

　
こ

ど
も

の
国

公
園

を
中

心
に

緑
の

骨
格

と
な

る
都

市
緑

地
の

保
全

・
活

用
を

図
る

と
と

も
に

、
市

内
の

都
市

緑
地

の
整

備
を

推
進

し
、

花
と

緑
が

彩
り

潤
い

の
あ

る
ま

ち
づ

く
り

を
目

指
す

。

【
定

量
的

指
標

】
　

一
人

当
た

り
公

園
面

積
を

9
.
0
3
㎡

（
R
2
当

初
）

か
ら

9
.
2
3
㎡

（
R
6
末

）
に

増
加

す
る

。

【
目

標
値

】
　

一
人

当
た

り
都

市
公

園
面

積
＝

都
市

公
園

の
供

用
開

始
面

積
の

合
計

／
都

市
計

画
区

域
人

口
　

当
初

現
況

値
（

R
2
当

初
）

9
.
0
3
㎡

/
人

　
→

　
中

間
目

標
値

（
R
4
末

）
9
.
0
6
㎡

/
人

　
→

　
最

終
目

標
値

（
R
6
末

）
9
.
2
3
㎡

/
人

【
目

標
】

　
各

都
市

公
園

内
の

公
園

施
設

に
お

い
て

改
築

・
更

新
等

を
行

い
、

誰
も

が
快

適
で

安
全

で
安

心
し

た
都

市
環

境
を

提
供

す
る

と
と

も
に

、
公

園
利

用
者

の
利

用
利

便
性

の
向

上
を

目
指

す
。

【
定

量
的

指
標

】
　

沖
縄

市
公

園
施

設
長

寿
命

化
計

画
で

策
定

し
た

8
7
公

園
の

公
園

施
設

の
う

ち
、

令
和

6
年

度
ま

で
に

2
公

園
5
施

設
の

更
新

等
を

行
う

。

　
現

況
値

(
R
2
末

)
0
公

園
0
施

設
　

→
 
中

間
目

標
値

（
R
4
末

）
1
公

園
1
施

設
　

→
　

最
終

目
標

値
（

R
6
末

）
2
公

園
5
施

設
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令
和

3
年
度
沖
縄
振
興
公
共
投
資
交
付
金
に
係
る
成
果
目
標
に
お
け
る
達
成
状
況
（
令
和
３
年
度
達
成
予
定
年
度
分
か
ら
の
繰
越
分
）

番
号

達
成

予
定

年
度

中
間

評
価

年
度

対
応

事
業

目
標

値
達
成
値

（
個
別
）

達
成
状
況

（
総
合
）

達
成
状
況

評
価

基
準

分
野

小
中

学
校

の
改
築

1
0
校

公
立

幼
稚

園
の

改
築

２
園

小
中
学
校
の
改
築

1
0
校

公
立
幼
稚
園

の
改
築

２
園

達
成
率

1
0
0
％

危
険

建
物

の
安

全
率

小
中

学
校

2
,
8
5
7
人

／
1
4
5
,
8
9
5
人

幼
稚

園
7
2
人

／
1
0
,
3
1
1
人

危
険
建
物
の

安
全
率

小
中
学

校
2
,
8
5
7
人
／
1
4
5
,
8
9
5
人

幼
稚
園

7
2
人
／
1
0
,
3
1
1
人

達
成
率

1
0
0
％

市
町

村
立

学
校
の

大
規

模
改

造
事

業
（

老
朽
）

３
校

公
立

幼
稚

園
の

大
規

模
改

造
事

業
（

老
朽
）

１
園

市
町
村
立
学
校
の

大
規

模
改
造
事
業
（
老

朽
）

３
校

公
立
幼
稚

園
の

大
規

模
改
造
事
業
（
老

朽
）

１
園

達
成
率

1
0
0
％

教
育

環
境

改
善
率

小
中

学
校

1
,
8
2
5
人

／
1
4
5
,
8
9
5
人

幼
稚

園
　

1
2
4
人

／
1
0
,
3
1
1
人

教
育
環
境
改
善
率

小
中
学

校
1
,
8
2
5
人
／
1
4
5
,
8
9
5
人

幼
稚
園

　
1
2
4
人
／
1
0
,
3
1
1
人

達
成
率

1
0
0
％

小
中

学
校

の
大

規
模

改
造

（
質

的
整

備
）

1
1
校

小
中
学
校
の
大

規
模
改
造

（
質
的
整

備
）

1
1
校

達
成
率

1
0
0
％

教
育

環
境

改
善
率

小
中

学
校

5
,
0
4
0
人

／
1
4
5
,
8
9
5
人

教
育
環
境
改
善
率

小
中
学

校
5
,
0
4
0
人
／
1
4
5
,
8
9
5
人

達
成
率

1
0
0
％

達
成

◎

Ｃ （ 学 校 施 設 ）

C
-
4

【
目

標
】

　
経

年
に
よ

り
、
通

常
発
生

す
る

学
校

建
物

の
損
耗

、
機
能

低
下

に
対

す
る

復
旧

措
置

及
び

建
物

の
用

途
変

更
に
伴

う
改
築

等
を
行

う
こ

と
に

よ
り

教
育
環

境
の
改

善
を

図
り

、
も

っ
て

学
校

教
育

の
円

滑
な

実
施

に
資
す

る
と
と

も
に
、

併
せ

て
建

物
の

耐
久
性

の
確
保

を
図

る
。

【
定

量
的
指

標
】

①
市

町
村
立

小
中
学

校
の
大

規
模

改
造

事
業

（
質
的

整
備
）

（
1
1
校
）

②
教

育
環
境

改
善
率

　
対

象
事
業

箇
所
の

児
童
・

生
徒

数
／

県
内

小
中
学

校
児
童

・
生

徒
数

　
（

5
,
0
4
0
人
／

1
4
5
,
8
9
5
人

）

R
3

－
[
R
3
]

C
-
5
の

N
o
.
3
1
～

3
5
、

7
7
～

8
2

達
成

◎

Ｃ （ 学 校 施 設 ）

C
-
3

【
目

標
】

　
経

年
に
よ

り
、
通

常
発
生

す
る

学
校

建
物

の
損
耗

、
機
能

低
下

に
対

す
る

復
旧

措
置

及
び

建
物

の
用

途
変

更
に
伴

う
改
築

等
を
行

う
こ

と
に

よ
り

教
育
環

境
の
改

善
を

図
り

、
も

っ
て

学
校

教
育

の
円

滑
な

実
施

に
資
す

る
と
と

も
に
、

併
せ

て
建

物
の

耐
久
性

の
確
保

を
図

る
。

【
定

量
的
指

標
】

①
市

町
村
立

小
中
学

校
の
大

規
模

改
造

事
業

（
老
朽

）
（
3
校

）
　
公

立
幼
稚

園
の
大

規
模
改

造
事

業
（

老
朽

）
（
1
園

）
②
教

育
環
境

改
善
率

　
対

象
事
業

箇
所
の

児
童
・

生
徒

数
／

県
内

小
中
学

校
児
童

・
生

徒
数

　
（

1
,
8
2
5
人
／

1
4
5
,
8
9
5
人

）
　
対

象
事
業

箇
所
の

園
児
数

／
県

内
幼

稚
園

園
児
数

　
（

1
2
4
人

／
1
0
,
3
1
1
人

）

R
3

－
[
R
3
]

C
-
4
の

N
o
.
2
1
～

2
4

達
成

◎

[
R
3
]

C
-
1
の

N
o
.
7
～

1
8

Ｃ （ 学 校 施 設 ）

成
果
目

標

C
-
1

【
目

標
】

　
構

造
上
危

険
な
状

態
に
あ

る
公

立
幼

稚
園

、
義
務

教
育
諸

学
校

、
特

別
支

援
学

校
及

び
高

等
学

校
の

校
舎

を
改
築

し
、
児

童
生
徒

等
の

安
全

を
守

り
、
安

心
で
豊

か
な

教
育

環
境

を
整

備
す

る
。

【
定

量
的
指

標
】

①
市

町
村
立

小
中
学

校
の
構

造
上

危
険

な
状

態
に
あ

る
建
物

の
改

築
（

1
0
校
）

　
公

立
幼
稚

園
の
構

造
上
危

険
な

状
態

に
あ

る
建
物

の
改
築

（
2
園

）
②
危

険
建
物

の
安
全

率
　
対

象
事
業

箇
所
の

児
童
・

生
徒

数
／

県
内

小
中
学

校
児
童

・
生

徒
数

　
（

2
,
8
5
7
人
／

1
4
5
,
8
9
5
人

）
　
対

象
事
業

箇
所
の

園
児
数

／
県

内
幼

稚
園

園
児
数

　
（

7
2
人

／
1
0
,
3
1
1
人

）

R
3

－

１
校
は

、

Ｒ
３

繰
越
分

６
校

は
、

Ｒ
３

繰
越
分

４
校
１

園
は
、
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令
和

3
年
度
沖
縄
振
興
公
共
投
資
交
付
金
に
係
る
成
果
目
標
に
お
け
る
達
成
状
況
（
令
和
３
年
度
達
成
予
定
年
度
分
か
ら
の
繰
越
分
）

番
号

達
成

予
定

年
度

中
間

評
価

年
度

対
応

事
業

目
標

値
達
成
値

（
個
別
）

達
成
状
況

（
総
合
）

達
成
状
況

評
価

基
準

分
野

成
果
目

標

小
中

学
校

の
屋

外
教

育
環

境
（

運
動

場
）

の
整
備

（
４

校
）

幼
稚

園
の

屋
外

教
育

環
境

（
運

動
場

）
の

整
備

（
１

園
）

小
中
学
校
の
屋
外
教

育
環
境
（
運
動
場

）
の
整
備

（
４
校

）
幼
稚
園
の
屋

外
教
育

環
境
（
運
動
場

）
の
整
備

（
１
園

）

達
成
率

1
0
0
％

教
育

環
境

改
善
率

小
中

学
校

2
,
0
7
8
人

／
1
4
5
,
8
9
5
人

幼
稚

園
　

1
2
4
人

／
1
0
,
3
1
1
人

教
育
環
境
改
善
率

小
中
学

校
2
,
0
7
8
人
／
1
4
5
,
8
9
5
人

幼
稚
園

　
1
2
4
人
／
1
0
,
3
1
1
人

達
成
率

1
0
0
％

へ
き

地
教

員
住

宅
等

の
整
備

２
校

へ
き

地
教
員
住
宅
等
の

整
備

２
校

達
成
率

1
0
0
％

へ
き

地
教

職
員

の
環

境
改
善
率

幼
稚

園
6
人

／
1
1
,
8
9
0
人

へ
き
地
教
職
員
の

環
境
改
善
率

幼
稚
園

6
人
／
1
1
,
8
9
0
人

達
成
率

1
0
0
％

幼
稚

園
の

園
舎

の
新

増
築

３
園

幼
稚
園
の
園
舎

の
新
増
築

３
園

達
成
率

1
0
0
％

教
育

環
境

改
善
率

幼
稚

園
1
0
2
人

／
1
0
,
3
1
1
人

教
育
環
境
改
善
率

幼
稚
園

1
0
2
人
／
1
0
,
3
1
1
人

達
成
率

1
0
0
％

◎

Ｃ （ 学 校 施 設 ）

C
-
7

【
目

標
】

　
公

立
幼
稚

園
に
お

け
る
教

室
の

不
足

を
解

消
す
る

た
め
の

園
舎

の
新

築
又

は
増

築
に

よ
り

教
育

の
円

滑
な

実
施
を

確
保
す

る
。

【
定

量
的
指

標
】

①
幼

稚
園
の

園
舎
の

新
増
築

（
3
園

）
②
教

育
環
境

改
善
率

　
対

象
事
業

箇
所
の

園
児
数

／
県

内
幼

稚
園

園
児
数

　
（

1
0
2
人

／
1
0
,
3
1
1
人

）

R
3

－
[
R
3
]

C
-
1
4
の

N
o
.
4
5
～

4
6
、

4
8

達
成

達
成

◎

Ｃ （ 学 校 施 設 ）

C
-
5

【
目

標
】

　
子

ど
も
達

の
最
も

身
近
に

あ
る

学
校

の
屋

外
環
境

を
様
々

な
体

験
活

動
の

場
と

し
て

活
用

し
、

た
く

ま
し

く
心
豊

か
な
子

ど
も
達

を
育

成
す

る
た

め
、
屋

外
環
境

の
一

体
的

な
整

備
充

実
を

図
る

。

【
定

量
的
指

標
】

①
市

町
村
立

小
中
学

校
の
屋

外
教

育
環

境
の

整
備
に

関
す
る

事
業

（
運

動
場

）
（
4
校

）
　
公

立
幼
稚

園
の
屋

外
教
育

環
境

の
整

備
に

関
す
る

事
業
（

運
動

広
場

）
（
1
園

）
②
教

育
環
境

改
善
率

　
対

象
事
業

箇
所
の

児
童
・

生
徒

数
／

県
内

小
中
学

校
児
童

・
生

徒
数

　
（

2
,
0
7
8
人
／

1
4
5
,
8
9
5
人

）
　
対

象
事
業

箇
所
の

園
児
数

／
県

内
幼

稚
園

園
児
数

　
（

1
2
4
人

／
1
0
,
3
1
1
人

）

R
3

－
[
R
3
]

C
-
7
の

N
o
.
3
7
～

4
1

達
成

C
-
6

【
目

標
】

　
へ

き
地
に

お
け
る

義
務
教

育
の

円
滑

な
実

施
及
び

教
育
水

準
の

向
上

を
図

る
た

め
、

へ
き

地
教

員
住

宅
、

へ
き
地

集
会
室

及
び
へ

き
地

寄
宿

舎
の

整
備
を

行
う
。

【
定

量
的
指

標
】

①
へ

き
地
教

員
住
宅

等
の
整

備
に

関
す

る
事

業
（
2
校

）
②
へ

き
地
教

職
員
の

環
境
改

善
率

　
対

象
事
業

に
係
る

へ
き
地

教
職

員
数

／
県

内
教
職

員
数

　
（

6
人

／
1
1
,
8
9
0
人
）

R
3

－
[
R
3
]

C
-
1
0
の

N
o
.
4
2
～

4
3

◎

Ｃ （ 学 校 施 設 ）

３
校

１
園
は

、

２
校

は
、

Ｒ
３

繰
越

分

１
園

は
、
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令
和

3
年
度
沖
縄
振
興
公
共
投
資
交
付
金
に
係
る
成
果
目
標
に
お
け
る
達
成
状
況
（
令
和
３
年
度
達
成
予
定
年
度
分
か
ら
の
繰
越
分
）

番
号

達
成

予
定

年
度

中
間

評
価

年
度

対
応

事
業

目
標

値
達
成
値

（
個
別
）

達
成
状
況

（
総
合
）

達
成
状
況

評
価

基
準

分
野

成
果
目

標

学
校

給
食

施
設

の
改

築
２

施
設

学
校
給
食
施
設
の
改

築
２
施
設

達
成
率

1
0
0
％

教
育

環
境

改
善
率

小
中

学
校

1
5
,
6
0
0
人

／
1
4
5
,
8
9
5
人

教
育
環
境
改
善
率

小
中
学

校
1
5
,
6
0
0
人
／

1
4
5
,
8
9
5
人

達
成
率

1
0
0
％

水
泳

プ
ー

ル
新

改
築

４
校

水
泳
プ
ー
ル

新
改
築

４
校

達
成
率

1
0
0
％

教
育

環
境

改
善
率

小
中

学
校

1
,
5
4
4
人

／
1
4
5
,
8
9
5
人

教
育
環
境
改
善
率

小
中
学

校
1
,
5
4
4
人
／
1
4
5
,
8
9
5
人

達
成
率

1
0
0
％

高
等

学
校

の
改
築

２
校

高
等
学
校
の
改
築

２
校

達
成
率

1
0
0
％

危
険

建
物

の
安

全
率

高
等

学
校

1
,
6
3
0
人

／
4
4
,
8
6
2
人

危
険
建
物
の

安
全
率

高
等
学

校
1
,
6
3
0
人
／

4
4
,
8
6
2
人

達
成
率

1
0
0
％

装
置

の
老

朽
化

に
伴

う
更
新

1
1
箇

所
装
置

の
老
朽
化
に
伴
う

更
新

1
1
箇
所

達
成
率

1
0
0
％

当
該

年
度

整
備

対
象

校
の

施
設

(
装

置
）

稼
働

率
が

前
年

度
以

上
と

な
る

学
校
等
の

割
合

1
0
0
％

当
該
年
度
整
備
対
象

校
の
施
設
(
装
置
）
稼
働

率
が

前
年
度
以
上
と
な

る
学
校
等
の

割
合

1
0
0
％

達
成
率

1
0
0
％

◎

Ｃ （ 学 校 施 設 ）

C
-
1
6

【
目

標
】

　
専

門
教
育

の
た
め

の
施
設

等
を

整
備

す
る

こ
と
に

よ
り
、

産
業

教
育

を
通

じ
て

、
勤

労
に

対
す

る
正

し
い

信
念
を

確
立
し

、
産
業

技
術

を
習

得
さ

せ
る
と

と
も
に

工
夫

創
造

の
能

力
を

養
い

、
も

っ
て

経
済

自
立

に
貢
献

す
る
有

為
な
国

民
を

育
成

す
る

た
め
、

産
業
教

育
の

振
興

を
図

る
。

【
定

量
的
指

標
】

①
装

置
の
老

朽
化
に

伴
う
更

新
（

1
1
箇

所
）

②
当

該
年
度

整
備
対

象
校
等

の
う

ち
施

設
（

装
置
）

稼
働
率

が
前

年
度

以
上

と
な

る
学

校
等

の
割

合
1
0
0
％

R
3

－
[
R
3
]

C
-
1
6
の

N
o
.
6
4
～

7
6

達
成

◎

Ｃ （ 学 校 施 設 ）

C
-
1
1

【
目

標
】

　
構

造
上
危

険
な
状

態
に
あ

る
県

立
学

校
の

校
舎
を

改
築
し

児
童

生
徒

等
の

安
全

を
守

り
、

安
心

で
豊

か
な

教
育
環

境
を
整

備
す
る

。

【
定

量
的
指

標
】

①
県

立
学
校

の
構
造

上
危
険

な
状

態
に

あ
る

建
物
の

改
築
（

2
校
）

②
危

険
建
物

の
安
全

率
　
対

象
事
業

箇
所
の

生
徒
数

／
県

立
学

校
生

徒
数

　
（

1
,
6
3
0
人
／

4
4
,
8
6
2
人

）

R
3

－

[
R
2
]

C
-
1
の

N
o
.
6
,
7

[
R
3
]

C
-
1
の

N
o
.
1
,
2

達
成

◎

Ｃ （ 学 校 施 設 ）

C
-
9

【
目

標
】

　
学

校
教
育

活
動
の

円
滑
な

実
施

及
び

ス
ポ

ー
ツ
振

興
の
た

め
、

義
務

教
育

諸
学

校
に

係
る

体
育

諸
施

設
の

整
備
促

進
を
図

る
。

【
定

量
的
指

標
】

①
水

泳
プ
ー

ル
新
改

築
事
業

（
4
校

）
②
教

育
環
境

改
善
率

　
対

象
施
設

に
係
る

児
童
・

生
徒

数
／

県
内

小
中
学

校
児
童

・
生

徒
数

　
（

1
,
5
4
4
人
／

1
4
5
,
8
9
5
人

）

R
3

－
[
R
3
]

C
-
1
9
の

N
o
.
5
3
～

5
6

達
成

C
-
8

【
目

標
】

　
学

校
給
食

の
普
及

充
実
及

び
安

全
な

学
校

給
食
の

実
施
を

図
る

た
め

、
公

立
の

義
務

教
育

諸
学

校
及

び
沖

縄
県
の

夜
間
定

時
制
高

等
学

校
に

お
け

る
学
校

給
食
施

設
を

整
備

す
る

。

【
定

量
的
指

標
】

①
学

校
給
食

施
設
の

改
築
（

2
施
設

）
　
学

校
給
食

施
設
の

新
増
築

（
2
施

設
）

②
教

育
環
境

改
善
率

　
対

象
施
設

の
配
食

校
に
係

る
児

童
生

徒
数

／
県
内

小
中
学

校
児

童
・

生
徒

数
　
（

1
5
,
6
0
0
人

／
1
4
5
,
8
9
5
人

）

R
3

－
[
R
3
]

C
-
1
7
の

N
o
.
4
9
～

5
0

C
-
1
8
の

N
o
.
5
1
～

5
2

達
成

◎

Ｃ （ 学 校 施 設 ）

３
校

は
、

１
校

は
、

２
箇

所
は
、

Ｒ
３

繰
越
分

２
施

設
は
、

Ｒ
３

繰
越
分
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令
和

3
年
度
沖
縄
振
興
公
共
投
資
交
付
金
に
係
る
成
果
目
標
に
お
け
る
達
成
状
況
（
令
和
３
年
度
達
成
予
定
年
度
分
か
ら
の
繰
越
分
）

番
号

達
成

予
定

年
度

中
間

評
価

年
度

対
応

事
業

目
標

値
達
成
値

（
個
別
）

達
成
状
況

（
総
合
）

達
成
状
況

評
価

基
準

分
野

成
果
目

標

障
害

福
祉

サ
ー

ビ
ス

事
業

所
の

大
規

模
修

繕
（

老
朽

）
１

施
設

障
害
福
祉
サ

ー
ビ
ス

事
業
所
の
大
規
模
修

繕
（
老
朽

）
１
施
設

達
成
率

1
0
0
％

受
益

者
数

4
0
人

受
益
者

数
4
0
人

達
成
率

1
0
0
％

D
3
-
3

R
3

－
[
R
3
]

D
3
の

N
o
.
4

未
耐

震
の

医
療

施
設

の
耐

震
化

整
備

１
箇

所

未
耐
震
の
医
療
施
設

の
耐
震
化
整
備

１
箇
所

達
成
率

1
0
0
％

達
成

◎

Ｄ 3 （ 医 療 施 設 ）

G
-
2
9

R
3

R
1

[
R
2
]

G
の
N
o
.
3
0
5
～

3
0
7
,
3
1
6
,
3
1
7
,
3
4
3
～

3
4
8
,
3
5
8
,
3
5
9
,
3
7
1
,
3
7
2
,
3
8
5
～

3
8
9
,
3
9
5
～
3
9
7
,
4
0
9
,
4
1
0
,
4
1
8

～ 4
2
2
,
4
2
5
,
4
2
7
,
4
3
0
,
4
3
1
,
4
3
3
,
4

3
6
,
4
4
0
～
4
4
3
,
4
4
9
～

4
5
1
,
4
5
5
,
4
5
8
,
4
5
9
,
4
6
4
～

4
6
8
,
4
7
2
～

4
7
4
,
4
8
0
,
4
8
1
,
4
8
6
,
4
9
0
,
4
9
3
～

4
9
6
,
4
9
9
,
5
0
3
,
5
0
4
,
5
0
9
,
5
1
0

[
R
3
]

G
の
N
o
.
2
9
3
～

2
9
5
,
3
0
6
,
3
0
7
,
3
3
3
～

3
3
7
,
3
4
6
,
3
4
7
,
3
5
8
,
3
6
9
～

3
7
3
,
3
7
9
～
3
8
1
,
3
9
3
,
3
9
9
～

4
0
4
,
4
0
8
,
4
1
0
,
4
1
3
～

4
1
5
,
4
1
8
,
4
2
2
,
4
2
6
～

4
3
0
,
4
3
6
,
4
4
6
～
4
5
0
,
4
5
4
～

4
5
7
,
4
6
2
,
4
6
3
,
4
6
8
,
4
7
3
,
4
7
5
,
4

7
9
,
4
8
0
,
4
8
2
,
4
8
3
,
4
8
5
,
4
8
8
,
4
8

9
,
4
9
4
,
4
9
5

市
町

村
道

の
整

備
延

長
2
8
.
4
k
m

市
町
村
道
の
整
備
延

長
2
6
.
8
k
m

達
成
率

9
4
％

概
ね

達
成

○

Ｇ （ 道 路 ）

【
目

標
】

　
医

療
施
設

の
耐
震

化
整
備

を
促

進
し

、
地

震
発
生

時
に
お

け
る

適
切

な
医

療
提

供
体

制
の

確
保

を
図

る
。

　 【
定

量
的
指

標
】

 
 
未

耐
震
の

医
療
施

設
の

耐
震

化
整
備

　
１

箇
所

【
目

標
】

　
社

会
福
祉

法
人
等

が
行
う

老
朽

化
し

た
障

害
者
福

祉
施
設

等
の

施
設

、
設

備
の

整
備

に
要

す
る

経
費

の
一

部
を
補

助
す
る

こ
と
に

よ
り

、
施

設
利

用
者
の

安
全
・

安
心

を
確

保
し

、
福

祉
向

上
を

図
る

。

【
定

量
的
指

標
】

①
障

害
福
祉

サ
ー
ビ

ス
事
業

所
の

大
規

模
修

繕
（
老

朽
）
（

１
施

設
）

②
障

害
福
祉

サ
ー
ビ

ス
事
業

所
の

大
規

模
修

繕
（
老

朽
）
に

伴
う

受
益

者
数

（
4
0
人

）
R
3

【
目

標
】

　
地

域
住
民

の
生
活

に
密
着

し
た

市
町

村
道

の
整
備

を
推
進

し
、

安
全

で
円

滑
な

交
通

の
確

保
、

生
活

環
境

の
向
上

を
図
る

。

【
指

標
】

　
安

全
で
円

滑
な
交

通
の
確

保
及

び
生

活
環

境
の
た

め
の
市

町
村

道
の

整
備

延
長

【
目

標
値
】

　
現

況
値
（

H
2
8
）

：
0
.
0
k
m
 
 
　

　
中

間
目

標
値

（
R
1
）

：
1
7
.
0
k
m

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
最

終
目
標

値
（

R
3
）

：
2
8
.
4
k
m

D
2
-
1

－
[
R
3
]

D
2
の

N
o
.
1

達
成

◎

Ｄ 2 （ 社 会 福 祉 施 設 ）
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令
和

3
年
度
沖
縄
振
興
公
共
投
資
交
付
金
に
係
る
成
果
目
標
に
お
け
る
達
成
状
況
（
令
和
３
年
度
達
成
予
定
年
度
分
か
ら
の
繰
越
分
）

番
号

達
成

予
定

年
度

中
間

評
価

年
度

対
応

事
業

目
標

値
達
成
値

（
個
別
）

達
成
状
況

（
総
合
）

達
成
状
況

評
価

基
準

分
野

成
果
目

標

G
-
3
1

R
3

R
1

[
R
2
]

G
の

N
o
.
3
1
0
～

3
1
1

[
R
3
]

G
の

N
o
.
2
9
8
～

2
9
9

一
人

当
た

り
の

公
園

面
積

4
.
5
5
㎡

一
人
当
た
り
の

公
園
面
積

4
.
0
2
㎡

達
成
率

8
8
％

概
ね

達
成

○

Ｇ （ 都 市 公 園 ）

G
-
4
0

R
3

H
3
0

[
R
2
]

G
の

N
o
.
3
6
3

[
R
3
]

G
の

N
o
.
3
5
0

公
園

施
設

の
改

築
・

更
新

1
0
公

園
1
5
施

設

公
園
施
設
の
改

築
・
更
新

1
0
公
園

2
2
施
設

達
成
率

1
0
0
％

達
成

◎

Ｇ （ 都 市 公 園 ）

【
目

標
】

　
環

境
保
全

機
能
、

レ
ク
リ

エ
ー

シ
ョ

ン
機

能
、
防

災
機
能

、
景

観
形

成
機

能
と

い
っ

た
、

緑
の

も
つ

機
能

に
あ
っ

た
公
園

整
備
や

公
園

施
設

の
改

築
・
更

新
を
行

い
、

よ
り

一
層

市
民

が
身

近
に

緑
と

親
し

め
る

環
境
を

創
出
し

、
快
適

で
魅

力
あ

る
都

市
づ
く

り
を
推

進
す

る
。

【
定

量
的
指

標
】

　
宜

野
湾
市

に
お
け

る
一
人

当
た

り
の

公
園

面
積
を

3
.
8
3
㎡
/
人
（

H
2
9
）

か
ら

4
.
5
5
㎡

/
人

（
R
3
）

に
増

加
。

　
宜

野
湾
市

に
お
け

る
一
人

当
た

り
の

公
園

面
積

　
現

況
（
H
2
9
)
3
.
8
3
㎡

/
人

　
→

　
中
間

（
R
1
)
3
.
9
1
㎡

　
→
　

最
終

（
R
3
)
4
.
5
5
㎡

/
人

【
目

標
】

　
H
2
4
年

度
に
策

定
し
た

糸
満

市
都

市
公

園
施
設

長
寿

命
化

策
定
計

画
を
ベ

ー
ス

に
1
0
公

園
1
5
施

設
の

改
築
、

更
新
を

行
う
。

【
定

量
的
指

標
】

現
況

(
H
2
9
)
0
公

園
0
施

設
　

→
　

中
間
目

標
値
（

H
3
0
末

）
7
公

園
1
1
施

設
　
→

　
最

終
目

標
値

（
R
3
末

）
1
0
公

園
1
5
施

設
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